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設 計 及 び 工 事 計 画 変 更 認 可 申請 書

(高浜発電所第 2号機の設計及び工事の計画の変更)

関 原 発 第 75号

2020年 十月ユμ 日

原子力規制委員会 殿

大阪市北区中之島 3丁 目6番 16号

関 西 電 力 株 式 会 社

取 締 役 社 長  森 本  孝

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第 43条の 3の 9第 2項

の規定により別紙のとお り設計及び工事の計画の変更の認可を受けたいので申請

します。



本資料ば,う ち、枠L∫llみぬ凸審|ませ

商業機欝あるいは腑機上げ)観点

から公聞できません。
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- T2-1/E - 

 

 

本設計及び工事計画変更認可申請書は、「高浜発電所第２号機 工事計画認可申請書本文及

び添付書類」（平成28年6月10日付け原規規発第1606105号にて認可）についての変更認可申請

である。 
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目 次 

 

Ⅰ．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

Ⅱ．工事計画 
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Ⅵ．添付書類 

 

なお、平成28年6月10日付け原規規発第1606105号にて認可された工事計画の頁番号の「2u-」

を「T2-」と読み替える。 
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Ⅰ．氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

名 称 関西電力株式会社 

住 所 大阪市北区中之島３丁目６番１６号 

代表者の氏名 取締役社長  森本 孝 
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Ⅱ．工事計画 

 

発電用原子炉施設 

 

 １ 発電用原子炉を設置する工場又は事業所の名称及び所在地 

   名 称   高浜発電所 

   所在地   福井県大飯郡高浜町田ノ浦 

 

 ２ 発電用原子炉施設の出力及び周波数 

   出 力     3,392,000 kW 

    第１号機    826,000 kW 

    第２号機    826,000 kW（今回申請分） 

    第３号機    870,000 kW 

    第４号機    870,000 kW 

   周波数         60 Hz 
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【申請範囲】（設計及び工事の計画の変更に該当するものに限る）

 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

６ 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の基本設計方針、適用基準及び適用規格 

（１）基本設計方針 
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６ 核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の基本設計方針、適用基準及び適用規格 

（１）基本設計方針 

本工事計画における「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則」の適用条文に関係する範囲に限る。 

なお、第１章並びに第２章における１項、３項及び５項については、平成 28 年 6 月 10 日付け原規規発第 1606105 号にて認可

された工事計画及び平成 30 年 5 月 24 日付け関原発第 123 号にて届出した工事計画による。 

 

変更前 変更後 

用語の定義は「実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に

関する規則」の第 2条（定義）による。 

それ以外の用語については以下に定義する。 

１．設置許可基準規則第 12 条第 2項に規定される「安全機能を有す

る系統のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有するも

の」（解釈を含む。）を重要施設とする。（以下「重要施設」という。） 

２．設計基準対象施設のうち、安全機能を有するものを安全施設と

する。（以下「安全施設」という。） 

３．安全施設のうち、安全機能の重要度が特に高い安全機能を有す

るものを重要安全施設とする。（以下「重要安全施設」という。） 

 

変更なし 

第２章 個別項目 

２．燃料貯蔵設備 

新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備は、燃料体等を必要に応

じて貯蔵することができる容量を有する設計とする。 

 

新燃料貯蔵設備は、1回の燃料取替えに必要とする燃料集合体数に

十分余裕を持たせた貯蔵容量を有し、また、使用済燃料貯蔵設備は、

第２章 個別項目 

２．燃料貯蔵設備 

新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備は、燃料体等を必要に応

じて貯蔵することができる容量を有する設計とする。 

 

新燃料貯蔵設備は、1 回の燃料取替えに必要とする燃料集合体数に

十分余裕を持たせた貯蔵容量を有し、また、使用済燃料貯蔵設備は、
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変更前 変更後 

全炉心燃料の約 130％相当数の燃料集合体数に十分余裕を持たせた

貯蔵容量を有する設計とする。 

 

燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質の放出によ

り公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合において、放射性物

質の放出による公衆への影響を低減するため、新燃料貯蔵設備及び

使用済燃料貯蔵設備は、原子炉補助建屋内に設置し、適切な格納性と

換気空調系を有する区画として設計する。 

 

燃料貯蔵設備は、燃料取扱者以外の者がみだりに立ち入らないよ

う、フェンス等による立入制限区域を設け、施錠できる設計とする。 

 

新燃料貯蔵設備は、原子炉補助建屋内の独立した区画に設け、キャ

ン型のラックに新燃料を 1 体ずつ挿入して貯蔵する構造とする。乾

燥状態で貯蔵し、浸水することのない構造とし、さらに、排水口を設

ける。また、水消火設備は設けない。 

新燃料貯蔵設備は、設備容量分の燃料収容時に純水で満たされた

場合を想定しても実効増倍率は不確定性を含めて0.95以下で臨界に

達するおそれがない設計とする。さらに、いかなる密度の水分雰囲気

で満たされたと仮定しても臨界未満となるよう設計する。 

 

使用済燃料貯蔵設備（１号機並びに３号機原子炉補助建屋内１・

２・３・４号機共用、並びに４号機原子炉補助建屋内１・２・３・４

号機共用）は、新燃料及び原子炉容器から取り出した使用済燃料を鉛

全炉心燃料の約 130％相当数の燃料集合体数に十分余裕を持たせた

貯蔵容量を有する設計とする。 

 

燃料体等の落下により燃料体等が破損して放射性物質の放出によ

り公衆に放射線障害を及ぼすおそれがある場合において、放射性物

質の放出による公衆への影響を低減するため、新燃料貯蔵設備及び

使用済燃料貯蔵設備は、原子炉補助建屋内に設置し、適切な格納性と

換気空調系を有する区画として設計する。 

 

燃料貯蔵設備は、燃料取扱者以外の者がみだりに立ち入らないよ

う、フェンス等による立入制限区域を設け、施錠できる設計とする。 

 

新燃料貯蔵設備は、原子炉補助建屋内の独立した区画に設け、キャ

ン型のラックに新燃料を 1 体ずつ挿入して貯蔵する構造とする。乾

燥状態で貯蔵し、浸水することのない構造とし、さらに、排水口を設

ける。また、水消火設備は設けない。 

新燃料貯蔵設備は、設備容量分の燃料収容時に純水で満たされた

場合を想定しても実効増倍率は不確定性を含めて0.95以下で臨界に

達するおそれがない設計とする。さらに、いかなる密度の水分雰囲気

で満たされたと仮定しても臨界未満となるよう設計する。 

 

使用済燃料貯蔵設備（１号機並びに３号機原子炉補助建屋内１・

２・３・４号機共用、並びに４号機原子炉補助建屋内１・２・３・４

号機共用）は、新燃料及び原子炉容器から取り出した使用済燃料を鉛



 

-
 
T
2
-Ⅱ

-
2
-6
-
3
 - 

変更前 変更後 

直に保持し、ほう酸水中に貯蔵するためのアングル型の使用済燃料

ピットラックを配置し、各ラックのセルに 1 体ずつ燃料集合体を挿

入して貯蔵する構造として、想定されるいかなる状態においても燃

料が臨界に達するおそれがない設計とする。 

使用済燃料貯蔵設備は、設備容量分の燃料収容時に純水で満たさ

れた場合を想定しても実効増倍率は不確定性を含めて0.98以下で臨

界に達するおそれがない設計とする。 

 

使用済燃料貯蔵設備は、鉄筋コンクリート造、ステンレス鋼内張り

の水槽（使用済燃料ピット）とし、使用済燃料ピットから放射性物質

を含む水があふれ、又は漏れない設計とする。 

 

使用済燃料貯蔵設備は、使用済燃料の上部に十分な水深を確保し、

使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有し、放射線業

務従事者の被ばく線量を合理的に達成できる限り低くする設計とす

る。 

また、万一、使用済燃料ピットから漏えいを生じた場合には、使用

済燃料ピットに燃料取替用水タンクからほう酸水を注水できる設計

とする。 

 

使用済燃料貯蔵設備は、ステンレス鋼内張りの水槽（使用済燃料ピ

ット）とし、燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重

量物の落下時においても著しい使用済燃料ピット水の減少を引き起

こすような損傷を避けることができ、その機能が損なわれない設計

直に保持し、ほう酸水中に貯蔵するためのアングル型の使用済燃料

ピットラックを配置し、各ラックのセルに 1 体ずつ燃料集合体を挿

入して貯蔵する構造として、想定されるいかなる状態においても燃

料が臨界に達するおそれがない設計とする。 

使用済燃料貯蔵設備は、設備容量分の燃料収容時に純水で満たさ

れた場合を想定しても実効増倍率は不確定性を含めて0.98以下で臨

界に達するおそれがない設計とする。 

 

使用済燃料貯蔵設備は、鉄筋コンクリート造、ステンレス鋼内張り

の水槽（使用済燃料ピット）とし、使用済燃料ピットから放射性物質

を含む水があふれ、又は漏れない設計とする。 

 

使用済燃料貯蔵設備は、使用済燃料の上部に十分な水深を確保し、

使用済燃料からの放射線に対して適切な遮蔽能力を有し、放射線業

務従事者の被ばく線量を合理的に達成できる限り低くする設計とす

る。 

また、万一、使用済燃料ピットから漏えいを生じた場合には、使用

済燃料ピットに燃料取替用水タンクからほう酸水を注水できる設計

とする。 

 

使用済燃料貯蔵設備は、ステンレス鋼内張りの水槽（使用済燃料ピ

ット）とし、燃料体等の取扱中に想定される燃料体等の落下時及び重

量物の落下時においても著しい使用済燃料ピット水の減少を引き起

こすような損傷を避けることができ、その機能が損なわれない設計
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変更前 変更後 

とする。 

 

燃料体等の落下に関しては、模擬燃料集合体の気中鉛直及び斜め

落下試験（以下「落下試験」という。）での最大減肉量を考慮しても

使用済燃料ピットの機能が損なわれない厚さ以上のステンレス鋼内

張りを施設する。 

 

また、重量物の落下に関しては、落下時の衝突エネルギーが落下試

験より小さい設備等は適切に落下防止するとともに落下形態を含め

て落下試験結果に包絡されるため、落下時の衝突エネルギーが落下

試験より大きい設備等に対して、以下のとおり適切な落下防止対策

を施し、使用済燃料ピットの機能を維持する設計とする。 

 

なお、漏えい検知溝のうち、溝上部に使用済燃料ピットラック等

が設置されていない部分については、使用済燃料ピットクレーンの

吊荷の移動を制限する措置として、制限装置及びホイスト制限板を

使用済燃料ピットクレーン等に設置し、燃料ピットクレーン走行時

の自動停止及びホイスト移動時の物理的制限を行うことにより、漏

えい検知溝上への落下を防止する設計とする。 

 

・使用済燃料ピットからの離隔を確保できる重量物については、使

用済燃料ピットへ落下するおそれがないよう、転倒を仮定しても

使用済燃料ピットに届かない距離に設置する。また、転倒防止の

ため床面や壁面へ固定する。 

とする。 

 

燃料体等の落下に関しては、模擬燃料集合体の気中鉛直及び斜め

落下試験（以下「落下試験」という。）での最大減肉量を考慮しても

使用済燃料ピットの機能が損なわれない厚さ以上のステンレス鋼内

張りを施設する。 

 

また、重量物の落下に関しては、落下時の衝突エネルギーが落下試

験より小さい設備等は適切に落下防止するとともに落下形態を含め

て落下試験結果に包絡されるため、落下時の衝突エネルギーが落下

試験より大きい設備等に対して、以下のとおり適切な落下防止対策

を施し、使用済燃料ピットの機能を維持する設計とする。 

 

なお、漏えい検知溝のうち、溝上部に使用済燃料ピットラック等

が設置されていない部分については、使用済燃料ピットクレーンの

吊荷の移動を制限する措置として、制限装置及びホイスト制限板を

使用済燃料ピットクレーン等に設置し、燃料ピットクレーン走行時

の自動停止及びホイスト移動時の物理的制限を行うことにより、漏

えい検知溝上への落下を防止する設計とする。 

 

・使用済燃料ピットからの離隔を確保できる重量物については、使

用済燃料ピットへ落下するおそれがないよう、転倒を仮定しても

使用済燃料ピットに届かない距離に設置する。また、転倒防止の

ため床面や壁面へ固定する。 
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変更前 変更後 

 

・補助建屋クレーンは、使用済燃料ピット上部に一部走行レールが

あるが、ピット上部を走行させないために走行範囲を制限する措

置として使用済燃料ピットの手前にリミットスイッチを設置し補

助建屋クレーンを自動停止させる。また、その先に車輪止めを設

けること及び補助建屋の構造上、吊り上げられた使用済燃料輸送

容器等重量物が使用済燃料ピットへの落下物とならない設計とす

る。 

また、使用済燃料輸送容器をキャスクピット上で取り扱う場合

は、使用済燃料ピットゲートを閉止すること及び使用済燃料輸送

容器の移動範囲や移動速度の制限に関する事項を保安規定に定め

管理する。 

 

・使用済燃料ピット竜巻飛来物防護対策設備は、基準地震動による

地震荷重に対し、評価を行い、使用済燃料ピットへの落下物とな

らない設計とする。 

 

・原子炉補助建屋の天井は、天井を支持する鉄骨梁及び柱が、基準

地震動に対して健全性が確保される設計とする。天井は、鋼板の

上に鉄筋コンクリート造の床を設けた構造となっており、地震に

よるコンクリート片の剥落のない設計とする。 

 

・原子炉補助建屋内の壁は、梁や柱の外側に取り付け、使用済燃料

ピット内に落下しない設計とする。 

 

・補助建屋クレーンは、使用済燃料ピット上部に一部走行レールが

あるが、ピット上部を走行させないために走行範囲を制限する措

置として使用済燃料ピットの手前にリミットスイッチを設置し補

助建屋クレーンを自動停止させる。また、その先に車輪止めを設

けること及び補助建屋の構造上、吊り上げられた使用済燃料輸送

容器等重量物が使用済燃料ピットへの落下物とならない設計とす

る。 

また、使用済燃料輸送容器をキャスクピット上で取り扱う場合

は、使用済燃料ピットゲートを閉止すること及び使用済燃料輸送

容器の移動範囲や移動速度の制限に関する事項を保安規定に定め

管理する。 

 

・使用済燃料ピット竜巻飛来物防護対策設備は、基準地震動による

地震荷重に対し、評価を行い、使用済燃料ピットへの落下物とな

らない設計とする。 

 

・原子炉補助建屋の天井は、天井を支持する鉄骨梁及び柱が、基準

地震動に対して健全性が確保される設計とする。天井は、鋼板の

上に鉄筋コンクリート造の床を設けた構造となっており、地震に

よるコンクリート片の剥落のない設計とする。 

 

・原子炉補助建屋内の壁は、梁や柱の外側に取り付け、使用済燃料

ピット内に落下しない設計とする。 
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変更前 変更後 

 

・使用済燃料ピットクレーンは、基準地震動による地震荷重に対し、

クレーン本体の健全性評価及び転倒落下防止評価を行い、使用済

燃料ピットへの落下物とならないことを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーン本体の健全性評価としては、吊荷の有

無、吊荷の位置を考慮しても、基準地震動によりホイスト支柱等に

発生する応力が許容応力以下であることを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーンの転倒落下防止評価としては、走行レー

ル頭部を抱き込む構造をしたクレーンの転倒防止金具及び横ずれ

防止金具について、吊荷の有無、吊荷の位置を考慮しても、基準地

震動により転倒防止金具、横ずれ防止金具の取付けボルト等に発

生する応力が許容応力以下であることを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーンの走行レールの健全性評価としては、

吊荷の有無、吊荷の位置を考慮しても、基準地震動により基礎ボ

ルト等に発生する応力が、許容応力以下であることを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーンのワイヤ及びフックは、基準地震動に

より燃料集合体が一度浮き上がって落下した後の落下による衝撃

荷重に対し、吊荷とクレーンが振れる際の位相差による相対速度

まで考慮しても、吊荷を落下せず、安全に保持できる裕度を持っ

て設計する。 

 

・使用済燃料ピットクレーンは、基準地震動による地震荷重に対し、

クレーン本体の健全性評価及び転倒落下防止評価を行い、使用済

燃料ピットへの落下物とならないことを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーン本体の健全性評価としては、吊荷の有

無、吊荷の位置を考慮しても、基準地震動によりホイスト支柱等に

発生する応力が許容応力以下であることを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーンの転倒落下防止評価としては、走行レー

ル頭部を抱き込む構造をしたクレーンの転倒防止金具及び横ずれ

防止金具について、吊荷の有無、吊荷の位置を考慮しても、基準地

震動により転倒防止金具、横ずれ防止金具の取付けボルト等に発

生する応力が許容応力以下であることを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーンの走行レールの健全性評価としては、

吊荷の有無、吊荷の位置を考慮しても、基準地震動により基礎ボ

ルト等に発生する応力が、許容応力以下であることを確認する。 

 

・使用済燃料ピットクレーンのワイヤ及びフックは、基準地震動に

より燃料集合体が一度浮き上がって落下した後の落下による衝撃

荷重に対し、吊荷とクレーンが振れる際の位相差による相対速度

まで考慮しても、吊荷を落下せず、安全に保持できる裕度を持っ

て設計する。 
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変更前 変更後 

 

使用済燃料は、使用済燃料ピットラックに貯蔵するが、使用済燃料

ピットラックに収納できないような破損燃料が生じた場合は、使用

済燃料ピット水の放射能汚染拡大を防ぐため使用済燃料ピット内で

別に用意した容器に入れて貯蔵する設計とする。 

 

使用済燃料を貯蔵する乾式キャスクは保有しない。 

 

使用済燃料ピットは、使用済燃料ピットの冷却機能喪失、使用済燃

料ピットの注水機能喪失、使用済燃料ピット水の小規模な漏えいが

発生した場合において、燃料の貯蔵機能を確保する設計とする。 

 

また、使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいにより使用済燃

料ピット水位が使用済燃料ピット出口配管下端未満かつ水位低下が

継続する場合に、臨界にならないよう配慮したラック形状、燃料配置

及び制御棒クラスタ若しくは使用済燃料ピット用中性子吸収棒集合

体（以下「使用済燃料ピット用中性子吸収体」という。）配置におい

て貯蔵領域を設定することにより、スプレイや蒸気条件においても

臨界を防止する設計とする。 

貯蔵領域は以下の方針に基づき、外周領域、中間領域及び中央領域

を設計する。 

・領域の数を可能な限り少なくする。 

・低燃焼度の燃料を貯蔵する領域では、使用済燃料ピット用中性子

吸収体の挿入なしで炉心から取り出した燃料が貯蔵できる容量

 

使用済燃料は、使用済燃料ピットラックに貯蔵するが、使用済燃料

ピットラックに収納できないような破損燃料が生じた場合は、使用

済燃料ピット水の放射能汚染拡大を防ぐため使用済燃料ピット内で

別に用意した容器に入れて貯蔵する設計とする。 

 

使用済燃料を貯蔵する乾式キャスクは保有しない。 

 

使用済燃料ピットは、使用済燃料ピットの冷却機能喪失、使用済燃

料ピットの注水機能喪失、使用済燃料ピット水の小規模な漏えいが

発生した場合において、燃料の貯蔵機能を確保する設計とする。 

 

また、使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいにより使用済燃

料ピット水位が使用済燃料ピット出口配管下端未満かつ水位低下が

継続する場合に、臨界にならないよう配慮したラック形状、燃料配置

及び制御棒クラスタ配置において貯蔵領域を設定することにより、

スプレイや蒸気条件においても臨界を防止する設計とする。 

 

 

貯蔵領域は以下の方針に基づき、外周領域、中間領域及び中央領域

を設計する。 

・領域の数を可能な限り少なくする。 

・低燃焼度の燃料を貯蔵する領域では、制御棒クラスタの挿入なし

で炉心から取り出した燃料が貯蔵できる容量を確保する。 
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変更前 変更後 

を確保する。 

・貯蔵領域において、最も反応度の高い燃料体等が当該領域の全て

のラックに貯蔵された状態で未臨界を維持する。 

使用済燃料ラックは全 424 ラックで構成されており、長辺方向に

27 ラック、短辺方向に 17ラックの長方形の配置から、キャナル入口

側の角部（長辺方向に 7 ラック、短辺方向に 5 ラックの長方形）を

切り欠いた配置形状である。 

外周領域は、長辺方向に 27 ラック、短辺方向に 17 ラックの長方

形の最外周 1 列から切り欠き部（長辺方向に 7ラック、短辺方向に 5

ラック）を除いた 73 ラックとする。また、中間領域は外周領域のラ

ック配置から内側に長辺方向列は 2 列、短辺方向列は 1 列として、

さらにラック配置の切り欠き部の外周 2 列を加えた計 126 ラックと

する。残りの 225 ラックを中央領域とする。 

各領域には、“初期濃縮度約 4.6wt%、使用済燃料ピット用中性子吸

収体なし”の条件下で“外周領域：0GWd/t 以上、中間領域：20GWd/t

以上、中央領域：50GWd/t 以上”、“初期濃縮度約 4.6wt%、使用済燃料

ピット用中性子吸収体あり”の条件下で“外周領域：0GWd/t 以上、

中間領域：0GWd/t 以上、中央領域：15GWd/t 以上”、“初期濃縮度約

4.0wt%、使用済燃料ピット用中性子吸収体なし”の条件下で“外周領

域：0GWd/t 以上、中間領域： 15GWd/t 以上、中央領域：45GWd/t 以

上”、“初期濃縮度約 4.0wt%、使用済燃料ピット用中性子吸収体あり”

の条件下で“外周領域：0GWd/t 以上、中間領域：0GWd/t 以上、中央

領域：10GWd/t 以上”を貯蔵する設計とする。 

燃料体等又は使用済燃料ピット用中性子吸収体の移動に際して

・貯蔵領域において、最も反応度の高い燃料体等が当該領域の全て

のラックに貯蔵された状態で未臨界を維持する。 

使用済燃料ラックは全 424 ラックで構成されており、長辺方向に

27 ラック、短辺方向に 17ラックの長方形の配置から、キャナル入口

側の角部（長辺方向に 7ラック、短辺方向に 5 ラックの長方形）を切

り欠いた配置形状である。 

外周領域は、長辺方向に 27 ラック、短辺方向に 17 ラックの長方

形の最外周 1 列から切り欠き部（長辺方向に 7ラック、短辺方向に 5

ラック）を除いた 73ラックとする。また、中間領域は外周領域のラ

ック配置から内側に長辺方向列は 2 列、短辺方向列は 1 列として、

さらにラック配置の切り欠き部の外周 2 列を加えた計 126 ラックと

する。残りの 225 ラックを中央領域とする。 

各領域には、“初期濃縮度約 4.6wt%、制御棒クラスタなし”の条件

下で“外周領域：0GWd/t 以上、中間領域：20GWd/t 以上、中央領域：

50GWd/t 以上”、“初期濃縮度約 4.6wt%、制御棒クラスタあり”の条件

下で“外周領域：0GWd/t 以上、中間領域：0GWd/t 以上、中央領域：

15GWd/t 以上”、“初期濃縮度約 4.0wt%、制御棒クラスタなし”の条件

下で“外周領域：0GWd/t 以上、中間領域： 15GWd/t 以上、中央領域：

45GWd/t 以上”、“初期濃縮度約 4.0wt%、制御棒クラスタあり”の条件

下で“外周領域：0GWd/t 以上、中間領域：0GWd/t 以上、中央領域：

10GWd/t 以上”を貯蔵する設計とする。 

 

 

燃料体等又は制御棒クラスタの移動に際しては、未臨界が維持で
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は、未臨界が維持できることをあらかじめ確認している配置に基づ

き移動することを保安規定に定めて、臨界を防止できるよう管理す

る。 

使用済燃料ピット用中性子吸収棒集合体は、20 本の中性子吸収棒

をクラスタ状にし、これを燃料集合体内の制御棒案内シンブルに挿

入する。各中性子吸収棒は、中性子吸収材をステンレス鋼管に入れた

構造で、制御棒クラスタと同様に中性子吸収材の材料に銀－インジ

ウム－カドミウム合金を使用し、外径を 11.2mm、被覆管厚さを 0.5mm

とする。クラスタ全長は3,938mm 及びクラスタ有効長さは 3,607mm と

し、クラスタたて及び横の長さは共に 155.7mm とする。 

使用済燃料ピット用中性子吸収棒集合体は、使用済燃料ピットに

おける圧力、温度及び放射線に起因する最も厳しい条件において、

耐放射線性、寸法安定性、耐熱性、核性質、耐食性及び化学的安定

性を保持する設計とする。 

また、流路孔を有し、制御棒クラスタより軽量とすることで、燃料

体等の冷却性、使用済燃料ピットラック及び使用済燃料ピットクレ

ーンの耐震性並びに使用済燃料ピットへの波及的影響の観点から、

悪影響を及ぼさない設計とする。 

 

４．使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 

（１）使用済燃料ピットクーラによる使用済燃料ピット水の冷却 

使用済燃料貯蔵設備はポンプ、冷却器等で構成する使用済燃料ピ

ット水冷却浄化設備を設け、通常運転時、運転時の異常な過渡変化時

及び設計基準事故時（以下「通常運転時等」）において、使用済燃料

きることをあらかじめ確認している配置に基づき移動することを保

安規定に定めて、臨界を防止できるよう管理する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．使用済燃料貯蔵槽冷却浄化設備 

（１）使用済燃料ピットクーラによる使用済燃料ピット水の冷却 

 

変更なし 
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から発生する崩壊熱の除去を行うのに十分な冷却能力を有し、燃料

体等が崩壊熱により溶融しない設計とする。使用済燃料ピット水冷

却浄化設備で除去した熱は、最終的な熱の逃がし場である海へ輸送

できる設計とする。 

 

（２）送水車による使用済燃料ピットへの注水 

使用済燃料ピットポンプ及び使用済燃料ピットクーラの故障等に

よる使用済燃料ピットの冷却機能の喪失又は燃料取替用水ポンプ、

燃料取替用水タンク、２次系純水ポンプ（１号機設備、１・２号機共

用）及び２次系純水タンク（１号機設備、１・２号機共用（以下同じ。））

の故障等による使用済燃料ピットの注水機能の喪失、又は使用済燃

料ピットに接続する配管の破損等による使用済燃料ピット水の小規

模な漏えいその他の要因により当該使用済燃料ピットの水位が低下

した場合において、使用済燃料ピット内の燃料体等を冷却し、放射線

を遮蔽し、及び臨界を防止できるよう、可搬型代替注水設備（使用済

燃料ピットへの注水）を設置する。 

 

可搬型代替注水設備としては、送水車により、注水ラインを介して

使用済燃料ピットへ海水を注水できる設計とする。 

 

送水車は、使用済燃料ピットの冷却機能の喪失及び注水機能の喪

失による水位低下を防止するため、使用済燃料ピットに貯蔵してい

る燃料体等からの崩壊熱による使用済燃料ピット水の蒸散量を上回

る補給量を有する設計とする。 

 

 

変更なし 

 

 

（２）送水車による使用済燃料ピットへの注水 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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また、使用済燃料ピット出口配管の接続位置は、破損等により使用

済燃料ピット水が漏えいした場合においても、放射線業務従事者の

燃料取替時の放射線被ばくを管理する上で定めた線量率を満足でき

るよう、燃料体等からの放射線の遮蔽に必要となる水位を維持でき

る高さ以上とする。入口配管については、遮蔽必要水位以下に水位が

低下することを防止するため、上部にサイフォンブレーカを設ける

設計とする。 

 

サイフォンブレーカは、耐震性も含めて機器、弁類等の故障及び

誤操作等によりその機能を喪失することのない設計とする。 

 

使用済燃料ピットは、可搬型代替注水設備による冷却及び水位確

保により使用済燃料ピットの機能を維持し、実効増倍率が最も高く

なる純水冠水状態においても実効増倍率は不確定性も含めて0.98以

下で臨界を防止できる設計とする。 

 

送水車は、燃料油貯油そう（「重大事故等時のみ１・２号機共用」、

「１号機設備、重大事故等時のみ１・２号機共用」（以下同じ。））よ

りタンクローリー（１号機設備、１・２号機共用（以下同じ。））を用

いて燃料を補給できる設計とする。 

 

使用済燃料ピットへの注水に使用する非常用取水設備の非常用海

水路（１号機設備、１・２号機共用（以下同じ。））、海水ポンプ室は、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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設計基準事故対処設備の一部を流路として使用することから、流路

に係る機能について重大事故等対処設備としての設計を行う。 

 

（３）使用済燃料ピットへのスプレイ 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいその他の要因により当

該使用済燃料ピットの水位が異常に低下した場合において使用済燃

料ピット内の燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防

止できるよう、可搬型スプレイ設備（使用済燃料ピットへのスプレ

イ）を設置する。 

なお、水位の異常な低下としては、可搬型代替注水設備を用いても

使用済燃料ピット出口配管下端未満かつ水位低下が継続する場合を

考慮する。 

 

可搬型スプレイ設備として、送水車により、可搬型ホース及びスプ

レイヘッダを介して海水を使用済燃料ピットへスプレイできる設計

とする。 

 

可搬型スプレイ設備は、燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、で

きる限り環境への放射性物質の放出を低減することにより大気への

拡散を抑制するため、使用済燃料ピットの全面に向けてスプレイし、

使用済燃料ピットに貯蔵している燃料体等からの崩壊熱による蒸散

量を上まわる量を使用済燃料ピット内へスプレイする設計とする。

使用済燃料ピット内へのスプレイ量は、試験により確認する。また、

使用済燃料ピットは、可搬型スプレイ設備にて、使用済燃料ピットラ

 

変更なし 

 

（３）使用済燃料ピットへのスプレイ 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいその他の要因により当

該使用済燃料ピットの水位が異常に低下した場合において使用済燃

料ピット内の燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、及び臨界を防

止できるよう、可搬型スプレイ設備（使用済燃料ピットへのスプレ

イ）を設置する。 

なお、水位の異常な低下としては、可搬型代替注水設備を用いても

使用済燃料ピット出口配管下端未満かつ水位低下が継続する場合を

考慮する。 

 

可搬型スプレイ設備として、送水車により、可搬型ホース及びスプ

レイヘッダを介して海水を使用済燃料ピットへスプレイできる設計

とする。 

 

可搬型スプレイ設備は、燃料体等の著しい損傷の進行を緩和し、で

きる限り環境への放射性物質の放出を低減することにより大気への

拡散を抑制するため、使用済燃料ピットの全面に向けてスプレイし、

使用済燃料ピットに貯蔵している燃料体等からの崩壊熱による蒸散

量を上まわる量を使用済燃料ピット内へスプレイする設計とする。

使用済燃料ピット内へのスプレイ量は、試験により確認する。また、

使用済燃料ピットは、可搬型スプレイ設備にて、使用済燃料ピットラ
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変更前 変更後 

ック及び燃料体等を冷却し、臨界にならないよう配慮したラック形

状、燃料配置及び使用済燃料ピット用中性子吸収体配置において、い

かなる一様な水密度であっても実効増倍率は不確定性を含めて 0.98

以下で臨界を防止できる設計とする。 

 

送水車は、燃料油貯油そうよりタンクローリーを用いて燃料を補

給できる設計とする。 

 

使用済燃料ピットへのスプレイに使用する非常用取水設備の非常

用海水路（１号機設備、１・２号機共用（以下同じ。））、海水ポンプ

室は、設計基準事故対処設備の一部を流路として使用することから、

流路に係る機能について重大事故等対処設備としての設計を行う。 

 

（４）使用済燃料ピットへの放水 

使用済燃料ピットからの大量の水の漏えいその他の要因により、

可搬型代替注水設備を用いても使用済燃料ピット水位が使用済燃料

ピット出口配管下端未満かつ水位低下が継続する場合に、使用済燃

料ピット内の燃料体等の著しい損傷の進行を緩和できるよう、放水

設備（使用済燃料ピットへの放水）を設置する。 

 

放水設備（使用済燃料ピットへの放水）として、放水砲（１号機設

備、１・２号機共用（以下同じ。））は、可搬型ホース（１号機設備、

１・２号機共用（以下同じ。））により海を水源とする大容量ポンプ（放

水砲用）（１号機設備、１・２号機共用（以下同じ。））と接続するこ

ック及び燃料体等を冷却し、臨界にならないよう配慮したラック形

状、燃料配置及び制御棒クラスタ配置において、いかなる一様な水密

度であっても実効増倍率は不確定性を含めて0.98以下で臨界を防止

できる設計とする。 

 

送水車は、燃料油貯油そうよりタンクローリーを用いて燃料を補

給できる設計とする。 

 

使用済燃料ピットへのスプレイに使用する非常用取水設備の非常

用海水路（１号機設備、１・２号機共用（以下同じ。））、海水ポンプ

室は、設計基準事故対処設備の一部を流路として使用することから、

流路に係る機能について重大事故等対処設備としての設計を行う。 

 

（４）使用済燃料ピットへの放水 

 

 

 

 

変更なし 
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とにより、原子炉補助建屋に大量の水を放水することによって、一部

の水が使用済燃料ピットに注水できる設計とする。 

 

使用済燃料ピット内の燃料体等の著しい損傷に至った場合におけ

る発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備として放水

設備（大気への拡散抑制）を設ける。 

 

大気への拡散抑制として、放水砲は、可搬型ホースにより海を水源

とする大容量ポンプ（放水砲用）と接続することにより、原子炉補助

建屋へ放水できる設計とする。大容量ポンプ（放水砲用）及び放水砲

は、設置場所を任意に設定でき、複数の方向から原子炉補助建屋に向

けて放水できる設計とする。 

大気への拡散抑制として、海を水源とした送水車は、スプレイヘッ

ダを介して原子炉補助建屋へ放水を行う設計とする。また、原子炉補

助建屋周辺における航空機衝突による航空機燃料火災に対応するた

め、泡混合器（１号機設備、１・２号機共用、１号機に保管（予備 1

台（３号機設備、１・２・３・４号機共用、３号機に保管））（以下同

じ。））（原子炉格納施設の設備で兼用）により泡消火剤（4m３）と混合

しながら原子炉補助建屋周辺へ放水できる設計とする。 

発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備のうち、使

用済燃料ピット内の燃料体等の著しい損傷に至った場合において、

海洋ヘの放射性物質の拡散を抑制する設備として重大事故等対処設

備（海洋への拡散抑制）を設ける。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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海洋への拡散抑制として、シルトフェンス（３号機設備、１・２・

３・４号機共用、３号機に保管（以下同じ。））（原子炉格納施設の設

備で兼用）は汚染水が発電所から海洋に流出する 箇所（取水路側 

箇所、放水口側 箇所）に設置できる設計とする。 

シルトフェンスは、海洋への放射性物質の拡散を抑制するため、設

置場所に応じた高さ及び幅を有する設計とする。保有数は、各設置場

所に必要な幅を有するシルトフェンスを１号機から４号機で取水路

側に幅約 12m 高さ約 8m を 2 組（幅約 12m/本を 2 本で 1 組）、放水口

側に幅約 80m 高さ約 13m を 2 組（幅約 20m/本を 4 本で 1 組）、幅約

70m 高さ約 6.5m を 2 組（幅約 20m/本を 3 本、幅約 10m/本を 1本で 1

組）、幅約 10m 高さ約 10.5m を 2 組（幅約 10m/本を 1 本で 1 組）、幅

約 3.5m 高さ約 10.5m を 2 組（幅約 3.5m/本を 6 本で 1 組）、幅約 5m

高さ約 2m を 2組（幅約 5m/本を 1 本で 1組）、保守点検内容は目視点

検等であり、保守点検中でも直ちに使用可能であるため、保守点検用

は考慮せずに、破損時のバックアップ用として 1 組（幅約 20m/本を

4 本で 1 組）を保管する設計とする。 

 

（５）使用済燃料ピット水の水質維持 

使用済燃料貯蔵設備は、使用済燃料の被覆が著しく腐食するおそ

れがないよう、ポンプ、冷却器等で構成する使用済燃料ピット冷却装

置を設け、フィルタ及び脱塩塔により、使用済燃料ピット水に含まれ

る固形状及びイオン状不純物を除去し、使用済燃料ピット水を適切

な水質に維持できる設計とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）使用済燃料ピット水の水質維持 

 

 

変更なし 
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（６）使用済燃料ピット接続配管 

使用済燃料ピット冷却装置の取水のための配管は使用済燃料ピッ

ト上部に取り付け、また、注水のための配管にはサイフォンブレーカ

を取り付ける。さらに、使用済燃料ピット底部には排水口は設けない

設計とする。 

 

（７）水源 

発電用原子炉施設には、設計基準事故対処設備及び重大事故等対

処設備に対して重大事故等の収束に必要となる十分な量の水を供給

するための設備として重大事故等対処設備（使用済燃料ピットへの

注水）及び代替水源を設ける。 

 

重大事故等により、使用済燃料ピットへの水の注水手段の水源と

なる燃料取替用水タンクが枯渇又は破損した場合の使用済燃料ピッ

トへの注水として、使用済燃料ピットは複数の代替淡水源（２次系

純水タンク、１・２号機淡水タンク又は１次系純水タンク）及び海

を水源として使用する。海を水源とした送水車は、可搬型ホースを

介して使用済燃料ピットへ水を注水できる設計とする。送水車燃料

タンクへの燃料補給は、燃料油貯油そうよりタンクローリーを用い

て補給できる設計とする。 

 

重大事故等の収束に必要となる水の供給設備のうち、使用済燃料

ピットからの大量の水の漏えいが発生し、使用済燃料ピット水位が

使用済燃料ピット出口配管下端未満かつ水位低下が継続する場合の

（６）使用済燃料ピット接続配管 

 

 

変更なし 

 

 

（７）水源 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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変更前 変更後 

使用済燃料ピットへのスプレイの水源として、海を使用する。 

 

海を水源とした送水車は、可搬型ホースを介して使用済燃料ピッ

トへ水を供給できる設計とする。送水車燃料タンクへの燃料補給は、

燃料油貯油そうよりタンクローリーを用いて補給できる設計とす

る。 

 

放水砲は可搬型ホースにより海を水源とする大容量ポンプ（放水

砲用）と接続することにより、原子炉補助建屋に大量の水を放水す

ることによって、一部の水が使用済燃料ピットに注水できる設計と

する。 

代替水源からの移送ルートを確保し、移送ホース及びポンプにつ

いては、複数箇所に分散して保管する。 

 

 

 

 

 

 

 

変更なし 
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Ⅲ．工事工程表 

今回の設計及び工事の計画は、基本設計方針（燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵槽冷却浄

化設備）を変更するものであり、新規に配備予定であった設備を既工事計画書から削除する

ため、現地工事を伴わない。 

今回の工事の工程は次のとおりである。 

 

 
2020年 

   
4月 5月 6月 7月 

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設 

※ 

 

 
 

 

  

：現地工事期間（※基本設計方針の変更であり、工事を伴わないことから手続きの期間

を示す。） 

：運用開始 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

月 
項 目 

年 
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Ⅳ．設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 

1. 設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 

当社は、原子力発電所の安全を達成・維持・向上させるため、安全文化を醸成するための活動

を行う仕組みを含めた原子炉施設の設計、工事及び検査段階から運転段階に係る保安活動を確

実に実施するための品質マネジメントシステムを確立し、「高浜発電所原子炉施設保安規定」（以

下「保安規定」という。）の品質マネジメントシステム計画（以下「保安規定品質マネジメント

システム計画」という。）に定めている。 

「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」（以下「設工認品質管理計画」という。）

は、保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき、設計及び工事に係る具体的な品質管理

の方法、組織等の計画された事項を示したものである。 

 

2. 適用範囲・定義 

2.1 適用範囲 

設工認品質管理計画は、高浜発電所２号機原子炉施設の設計、工事及び検査に係る保安活

動に適用する。 

 

2.2 定 義 

設工認品質管理計画における用語の定義は、以下を除き保安規定品質マネジメントシステ

ム計画に従う。 

(1) 実用炉規則 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和 53 年 12 月 28 日通商産業省令

第 77 号）をいう。 

(2) 技術基準規則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成 25 年 6 月 28 日原

子力規制委員会規則第 6 号）をいう。 

(3) 実用炉規則別表第二対象設備 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和 53 年 12 月 28 日通商産業省令

第 77 号）の別表第二「設備別記載事項」に示された設備をいう。 

(4) 適合性確認対象設備 

設計及び工事の計画（以下「設工認」という。）に基づき、技術基準規則への適合性を

確保するために必要となる設備をいう。 

 

3. 設計及び工事の計画における設計、工事及び検査に係る品質管理の方法等 

設工認における設計、工事及び検査に係る品質管理は、保安規定品質マネジメントシステム
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計画に基づき以下のとおり実施する。 

 

3.1 設計、工事及び検査に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含む。） 

設計、工事及び検査は、本店組織及び発電所組織で構成する体制で実施する。 

設計、工事及び検査に係る組織は、担当する設備に関する設計、工事及び検査について責

任と権限を持つ。 

 

3.2 設工認における設計、工事及び検査の各段階とその審査 

3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用 

設工認におけるグレード分けは、原子炉施設の安全上の重要性に応じて以下のとおり行

う。 

設計・調達の管理に係るグレード分け（原子炉施設） 

重要度※ グレードの区分 

次のいずれかに該当する工事 

○クラス1の設備に係る工事 

○クラス2の設備に係る工事 

・クラス2の設備のうち、「安全設計審査指針」でいう「重要

度の特に高い安全機能を有する系統」は、クラス1に分類 

○クラス3の設備及びその他の設備のうち、発電への影響度区分が

R3「その故障がプラント稼動にほとんど影響を及ぼさない設備」

を除く設備に係る工事 

Aクラス 

又は 

Bクラス 

上記以外の設備に係る工事 Cクラス 

※：上記の「クラス1～3」は、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関す

る審査指針」のクラス1～3であり、発電への影響度区分との関係は以下のとおり。 

 

発電への 

影響度区分 

安全上の機能別重要度区分 

クラス1 クラス2 クラス3 
その他 

PS-1 MS-1 PS-2 MS-2 PS-3 MS-3 

R1 

A 
B 

R2 

R3  C 

R1：その故障により発電停止となる設備 

R2：その故障がプラント運転に重大な影響を及ぼす設備（R1を除く） 

R3：上記以外でその故障がプラント稼動にほとんど影響を及ぼさない設備 

 

設計・調達の管理に係るグレード分け（原子炉施設のうち重大事故等対処施設） 

重要度 グレードの区分 

○特定重大事故等対処施設 

○重大事故等対処設備（常設設備） 
SA常設 

○重大事故等対処設備（可搬設備） 

SA可搬（工事等含む） 

又は 

SA可搬（購入のみ） 
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3.2.2 設計、工事及び検査の各段階とその審査 

設工認における設計、工事及び検査の流れを第 3.2-1 図に示すとともに、設計、工事及

び検査の各段階と保安規定品質マネジメントシステム計画との関係を第 3.2-1 表に示す。 

なお、実用炉規則別表第二対象設備のうち、設工認申請（届出）が不要な工事を行う場合

は、設工認品質管理計画のうち、必要な事項を適用して設計、工事及び検査を実施し、認可

された設工認に記載された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合し

ていることを確認する。 

 

設計又は工事を主管する箇所の長並びに検査を担当する箇所の長は、第 3.2-1 表に示す

「保安規定品質マネジメントシステム計画の対応項目」ごとのアウトプットに対する審査

（以下「レビュー」という。）を実施するとともに、記録を管理する。 

なお、設計の各段階におけるレビューについては、本店組織及び発電所組織で当該設備

の設計に関する専門家を含めて実施する。 

設工認のうち、主要な耐圧部の溶接部に対する必要な検査は、「3.3 設計に係る品質管

理の方法」、「3.4 工事に係る品質管理の方法」、「3.5 使用前事業者検査の方法」及び「3.6 

設工認における調達管理の方法」に示す管理（第 3.2-1 表における「3.3.3(1) 基本設計方

針の作成（設計 1）」～「3.6 設工認における調達管理の方法」）のうち、必要な事項を適

用して設計、工事及び検査を実施し、認可された設工認に記載された仕様及びプロセスの

とおりであること、技術基準規則に適合していることを確認する。 
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第 3.2-1 表 設工認における設計、工事及び検査の各段階 

各段階 
保安規定品質マネ
ジメントシステム
計画の対応項目 

概 要 

設
計 

3.3 
設計に係る品質管
理の方法 

7.3.1 設計開発計
画 

適合性を確保するために必要な設計
を実施するための計画 

3.3.1 
適合性確認対象設
備に対する要求事
項の明確化 

7.3.2 設計開発に
用いる情報 

設計に必要な技術基準規則等の要求
事項の明確化 

3.3.2 
各条文の対応に必
要な適合性確認対
象設備の選定 

技術基準規則等に対応するための設
備・運用の抽出 

3.3.3(1) 
※ 

基本設計方針の作
成（設計 1） 

7.3.3 設計開発の
結果に係る情報 

要求事項を満足する基本設計方針の
作成 

3.3.3(2) 
※ 

適合性確認対象設
備の各条文への適
合性を確保するた
めの設計（設計 2） 

7.3.3 設計開発の
結果に係る情報 

適合性確認対象設備に必要な設計の
実施 

3.3.3(3) 
設計のアウトプッ
トに対する検証 

7.3.5 設計開発の
検証 

基準適合性を確保するための設計の
妥当性のチェック 

3.3.4 
※ 

設計における変更 7.3.7 設計開発の
変更の管理 

設計対象の追加や変更時の対応 

工
事
及
び
検
査 

3.4.1 
※ 

設工認に基づく具
体的な設備の設計
の実施（設計 3） 

7.3.3 設計開発の
結果に係る情報 
7.3.5 設計開発の
検証 

設工認を実現するための具体的な設
計 

3.4.2 
具体的な設備の設
計に基づく工事の
実施 

― 
適合性確認対象設備の工事の実施 

3.5.1 

使用前事業者検査
での確認事項 

― 

適合性確認対象設備が、認可された設
工認に記載された仕様及びプロセス
のとおりであること、技術基準規則に
適合していること 

3.5.2 

使用前事業者検査
の計画 

― 

適合性確認対象設備が、認可された設
工認に記載された仕様及びプロセス
のとおりであること、技術基準規則に
適合していることを確認する計画と
方法の決定 

3.5.3 
検査計画の管理 

― 
使用前事業者検査を実施する際の工
程管理 

3.5.4 
主要な耐圧部の溶
接部に係る使用前
事業者検査の管理 

― 
主要な耐圧部の溶接部に係る使用前
事業者検査を実施する際のプロセス
の管理 

3.5.5 

使用前事業者検査
の実施 

7.3.6 設計開発の
妥当性確認 
8.2.4 機器等の検
査等 

適合性確認対象設備が、認可された設
工認に記載された仕様及びプロセス
のとおりであること、技術基準規則に
適合していることを確認 

調
達 

3.6 
設工認における調
達管理の方法 

7.4 調達 
8.2.4 機器等の検
査等 

適合性確認に必要な、設計、工事及び
検査に係る調達管理 

※：「3.2.2 設計、工事及び検査の各段階とその審査」で述べている「設計の各段階における

レビュー」の各段階を示す。 
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第 3.2-1 図  設工認として必要な設計、工事及び検査の流れ 

3.3.3(1)

適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化

発電用原子炉設置変更許可申請書（本文）、

設置許可基準規則・技術基準規則及びその解釈

各条文の対応に必要な

適合性確認対象設備の

選定

基本設計方針の作成

（設計1）

使用前事業者検査の計画※２

設工認における調達管理の方法

適合性確認対象設備の各条文への適合性を

確保するための設計（設計2）

設計※1

（設工認申請書作成に係る活動の計画とその実績を「設計」として記載）

工事及び検査

（バックフィット制度における設工認申請上では、各要求事項に対する

使用前事業者検査、必要な追加工事又は継続中工事の計画を「工事」として記載）

使用前事業者検査

バックフィット制度における設工認申請上の「設計」とは、要求事項を満足した設備とするための基本設計方針を作成（設計1）し、既に設置されている設備の状況を念頭

に置きながら、適合性確認対象設備を各条文に適合させるための設計（設計2）を行う業務をいう。

また、この設計の結果を基に、設工認として申請が必要な範囲について、設工認申請書にまとめる。

条文ごとに適合性確認対象設備が技術基準規則に適合していることを確認するための検査方法（代替確認の考え方を含む。）の決定とその実施を使用前事業者検査の計画と

して明確にする。

※1：

※2：

検査計画の管理

主要な耐圧部の溶接部に

係る使用前事業者検査の

管理

使用前事業者検査の実施

3.3.1 3.3.2

3.3.3(2)

3.5.2

対象設備の現状

（設計実績）

設
工
認
に
基
づ
く
具
体
的
な
設
備
の
設
計
の
実
施
（
設
計
3
）

3.5.3、3.5.4、3.5.5

完成図書

既工認

承認申請図書、決定図書

対象設備の現状

（工事実績）

検査・試験記録

（定期事業者検査、自主検査、

定期試験等）

完成図書

承認申請図書、決定図書

具
体
的
な
設
備
の
設
計
に
基
づ
く
工
事
の
実
施

3.6

3.4.1 3.4.2

設工認の範囲

必要に応じ実施する業務の流れ

：

：

設工認における調達管理の方法

3.6

委託報告書

現場確認結果

（ウォークダウン） 現場確認結果

（ウォークダウン）

3.3.3(3)

設計のアウトプットに対する検証

工事の方法
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3.3 設計に係る品質管理の方法 

3.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 

設計を主管する箇所の長は、設工認における技術基準規則等への適合性を確保するため

に必要な要求事項を明確にする。 

 

3.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 

設計を主管する箇所の長は、設工認に関連する工事において、追加・変更となる適合性

確認対象設備（運用を含む。）に対する技術基準規則への適合性を確保するために、実際に

使用する際の系統・構成で必要となる設備・運用を含めて、適合性確認対象設備として抽

出する。 

 

3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は、適合性確認対象設備の技術基準規則等への適合性を確保す

るための設計を以下のとおり実施する。 

(1) 基本設計方針の作成（設計 1） 

「設計 1」として、技術基準規則等の適合性確認対象設備に必要な要求事項を基に、

必要な設計を漏れなく実施するための基本設計方針を明確化する。 

(2) 適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計 2） 

「設計 2」として、「設計 1」で明確にした基本設計方針を用いて適合性確認対象

設備に必要な詳細設計を実施する。 

なお、詳細設計の品質を確保する上で重要な活動となる「調達による解析」及び

「手計算による自社解析」について、個別に管理事項を計画し信頼性を確保する。 

(3) 設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は、設計 1 及び設計 2 の結果について、適合性確認を実

施した者の業務に直接関与していない上位職位の者に検証を実施させる。 

 

3.3.4 設計における変更 

設計を主管する箇所の長は、設計の変更が必要となった場合、各設計結果のうち、影響

を受けるものについて必要な設計を実施し、設計結果を必要に応じ修正する。 

 

3.4 工事に係る品質管理の方法 

工事を主管する箇所の長は、工事段階において、設工認に基づく設備の具体的な設計（設

計 3）、その結果を反映した設備を導入するために必要な工事を以下のとおり実施する。 

また、これらの活動を調達する場合は、「3.6 設工認における調達管理の方法」を適用し
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て実施する。 

 

3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3） 

工事を主管する箇所の長は、工事段階において、以下のいずれかにより、設工認に基づ

く製品実現のための設備の具体的な設計（設計 3）を実施する。 

・自社で設計する場合 

・「設計 3」を本店組織の工事を主管する箇所の長が調達し、発電所組織の工事を主管する

箇所の長が調達管理として「設計 3」を管理する場合 

・「設計 3」を発電所組織の工事を主管する箇所の長が調達し、かつ、調達管理として「設

計 3」を管理する場合 

・「設計 3」を本店組織の工事を主管する箇所の長が調達し、かつ、調達管理として「設計

3」を管理する場合 

 

3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 

工事を主管する箇所の長は、設工認に基づく設備を設置するための工事を、「工事の方

法」に記載された工事の手順並びに「3.6 設工認における調達管理の方法」に従い実施す

る。 

 

3.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載された仕様及びプ

ロセスのとおりであること、技術基準規則に適合していることを確認するため、保安規定に

基づく使用前事業者検査を計画し、工事実施箇所からの独立性を確保した検査体制のもと、

実施する。 

 

3.5.1 使用前事業者検査での確認事項 

使用前事業者検査は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載された仕様及び

プロセスのとおりであること、技術基準規則に適合していることを確認するために以下の

項目について検査を実施する。 

①実設備の仕様の適合性確認 

②実施した工事が、「3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施（設計 3）」及

び「3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施」に記載したプロセス並びに「工

事の方法」のとおり行われていること。 

これらの項目のうち、①を第 3.5-1 表に示す検査として、②を品質マネジメントシステ

ムに係る検査（以下「QA 検査」という。）として実施する。 
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②については、工事全般に対して実施するものであるが、工事実施箇所が「3.5.4 主要

な耐圧部の溶接部に係る使用前事業者検査の管理」を実施する場合は、工事実施箇所が実

施する溶接に関するプロセス管理が適切に行われていることの確認を QA 検査に追加する。 

また、QA 検査では上記②に加え、上記①のうち工事実施箇所が実施する検査の、記録の

信頼性確認を行い、設工認に基づく検査の信頼性を確保する。 

 

3.5.2 使用前事業者検査の計画 

検査を担当する箇所の長は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載された仕

様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合していることを確認するため、

使用前事業者検査を計画する。 

使用前事業者検査は、「工事の方法」に記載された使用前事業者検査の項目及び方法並

びに第 3.5-1 表に定める要求種別ごとに確認項目、確認視点及び主な検査項目を基に計画

を策定する。 

適合性確認対象設備のうち、技術基準規則上の措置（運用）に必要な設備についても、

使用前事業者検査を計画する。 

個々に実施する使用前事業者検査に加えてプラント運転に影響を及ぼしていないこと

を総合的に確認するため、定格熱出力一定運転時の主要パラメータを確認することによる

使用前事業者検査（負荷検査）の計画を必要に応じて策定する。 

また、使用前事業者検査の実施に先立ち、設計結果に関する具体的な検査概要及び判定

基準を使用前事業者検査の方法として明確にする。 

 

3.5.3 検査計画の管理 

検査に係るプロセスの取りまとめを主管する箇所の長は、使用前事業者検査を適切な段

階で実施するため、関係箇所と調整のうえ検査計画を作成する。 

使用前事業者検査の実施時期及び使用前事業者検査が確実に行われることを適切に管理

する。 

 

3.5.4 主要な耐圧部の溶接部に係る使用前事業者検査の管理 

主要な耐圧部の溶接部に係る検査を担当する箇所の長は、溶接が特殊工程であることを

踏まえ、工程管理等の計画を策定し、溶接施工工場におけるプロセスの適切性の確認及び

監視を行う。 

また、溶接継手に対する要求事項は、溶接部詳細一覧表（溶接方法、溶接材料、溶接施

工法、熱処理条件、検査項目等）により管理し、これに係る関連図書を含め、業務の実施

に当たって必要な図書を溶接施工工場に提出させ、それを審査、承認し、必要な管理を実
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施する。 

 

3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は、検査要領書の作成、体制の確立を行い実施する。 

(1) 使用前事業者検査の独立性確保 

使用前事業者検査は、組織的独立を確保して実施する。 

(2) 使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は、検査要領書で明確にする。 

(3) 使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載された

仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合していることを確認するた

め「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決定した確認方法を基に、使用前事業者検査を

実施するための検査要領書を作成し、検査実施責任者が制定する。 

実施する検査が代替検査となる場合は、代替による使用前事業者検査の方法を決定す

る。 

(4) 使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は、検査を担当する箇所の長の依頼を受け、検査要領書に基づき、確

立された検査体制のもとで、使用前事業者検査を実施する。 
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第 3.5-1 表 要求事項に対する確認項目及び確認の視点 

要求種別 確認項目 確認視点 主な検査項目 

設備 
設計 

要求 

設置 

要求 

名称、取付箇

所、個数、設置

状態、保管状態 

設計要求どおりの名称、取

付箇所、個数で設置されて

いることを確認する。 

据付検査 

状態確認検査 

外観検査 

機能 

要求 

材料、寸法、耐

圧・漏えい等の

構造、強度に係

る仕様（要目

表） 

要目表の記載どおりである

ことを確認する。 

材料検査 

寸法検査 

建物・構築物構造検査 

外観検査 

据付検査 

状態確認検査 

耐圧検査 

漏えい検査 

特性検査 

機能・性能検査 

系統構成、系統

隔離、可搬設備

の接続性 

実際に使用できる系統構成

になっていることを確認す

る。 

上記以外の所

要の機能要求

事項 

目的とする機能・性能が発

揮できることを確認する。 

評価 

要求 

解析書のイン

プット条件等

の要求事項 

評価条件を満足しているこ

とを確認する。 

内容に応じて、評価条

件を設置要求、機能要

求の検査を適用 

運用 運用要求 

手順確認 （保安規定） 

手順化されていることを確

認する。 

状態確認検査 
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3.6 設工認における調達管理の方法 

設工認で行う調達管理は、保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき以下に示す管

理を実施する。 

 

3.6.1 供給者の技術的評価 

調達を主管する箇所の長は、供給者が当社の要求事項に従って調達製品を供給する技術

的な能力を有することを判断の根拠として供給者の技術的評価を実施する。 

 

3.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は、設工認に必要な調達を行う場合、原子力安全に対する影響

や供給者の実績等を考慮し、「3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用」に示す重要度

に応じてグレード分けを行い管理する。 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 

業務の実施に際し、原子力安全に及ぼす影響に応じて、調達管理に係るグレード分けを

適用する。 

(1) 調達文書の作成 

調達を主管する箇所の長は、業務の内容に応じ、保安規定品質マネジメントシステム

計画に示す調達要求事項を含めた調達文書（以下「仕様書」という。）を作成し、供給者

の業務実施状況を適切に管理する。（「(2) 調達製品の管理」参照） 

調達を主管する箇所の長は、一般汎用品を原子炉施設に使用するに当たって、当該一

般汎用品に係る情報の入手に関する事項及び調達を主管する箇所の長が供給先で検査

を行う際に原子力規制委員会の職員が同行して工場等の施設に立ち入る場合があるこ

とを供給者へ要求する。 

(2) 調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は、仕様書で要求した製品が確実に納品されるよう調達製品

が納入されるまでの間、製品に応じた必要な管理を実施する。 

(3) 調達製品の検証 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は、調達製品が調達要求事項を

満たしていることを確実にするために調達製品の検証を行う。 

調達を主管する箇所の長は、供給先で検証を実施する場合、あらかじめ仕様書で検証

の要領及び調達製品のリリースの方法を明確にした上で、検証を行う。 
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3.6.4 請負会社他品質監査 

供給者に対する監査を主管する箇所の長は、供給者の品質保証活動及び健全な安全文化

を育成し維持するための活動が適切で、かつ、確実に行われていることを確認するために、

請負会社他品質監査を実施する。 

 

3.7 記録、識別管理、トレーサビリティ 

3.7.1 文書及び記録の管理 

(1) 適合性確認対象設備の設計、工事及び検査に係る文書及び記録 

設計、工事及び検査に係る組織の長は、設計、工事及び検査に係る文書及び記録を、

保安規定品質マネジメントシステム計画に示す規定文書に基づき作成し、これらを適切

に管理する。 

 (2) 供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計、工事及び検査に用いる場合の管

理 

設工認において供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計、工事及び検査

に用いる場合、供給者の品質保証能力の確認、かつ、対象設備での使用が可能な場合に

おいて、適用可能な図書として扱う。 

(3) 使用前事業者検査に用いる文書及び記録 

使用前事業者検査として、記録確認検査を実施する場合に用いる記録は、上記(1)、

(2)を用いて実施する。 

 

3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ 

(1) 計量器の管理 

設計又は工事を主管する箇所の長並びに検査を担当する箇所の長は、保安規定品質マ

ネジメントシステム計画に従い、設計及び工事、検査で使用する計量器について、校正・

検証及び識別等の管理を実施する。 

(2) 機器、弁及び配管等の管理 

工事を主管する箇所の長は、機器、弁及び配管等について、保安規定品質マネジメン

トシステム計画に従った管理を実施する。 

 

3.8 不適合管理 

設工認に基づく設計、工事及び検査において発生した不適合については、保安規定品質マ

ネジメントシステム計画に基づき処置を行う。 
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4. 適合性確認対象設備の施設管理 

適合性確認対象設備の工事は、保安規定に規定する施設管理に基づき業務を実施する。 
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Ⅴ．変更の理由 

 

平成28年6月10日付け原規規発第1606105号にて認可された工事計画において、以下のとおり

変更を行う。 

 

高浜発電所２号機において、使用済燃料ピットの未臨界性維持のため使用するとした使用済

燃料ピット用中性子吸収体のうち、当面の使用予定がなくなった使用済燃料ピット用中性子吸

収棒集合体を工事計画から削除することとし、基本設計方針の変更を行う。 

なお、本申請の「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」、「設計及び工事に係る

品質マネジメントシステムに関する説明書」及びそれに関連する「発電用原子炉の設置の許可

との整合性に関する説明書」は、平成28年6月10日付け原規規発第1606105号､平成29年7月19

日付け原規規発第1707192号､平成30年1月31日付け原規規発第18013114号､平成30年6月27日付

け原規規発第1806276号､平成30年8月6日付け原規規発第1808064号､平成30年11月26日付け原

規規発第1811266号､平成31年1月28日付け原規規発第1901282号､平成31年3月27日付け原規規

発第1903272号､平成31年4月26日付け原規規発第19042614号､令和元年6月21日付け原規規発第

1906218号､令和元年8月19日付け原規規発第1908192号､令和2年1月24日付け原規規発第

2002142号、令和2年2月19日付け原規規発第2002193号及び令和2年3月30日付け原規規発第

2003305号にて認可された工事計画書並びに平成30年5月24日付け関原発第123号及び令和元年

10月4日付け関原発第267号にて届出した工事計画書には適用しない。 
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Ⅵ．添付書類 

 

１．添付資料 
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１．添付資料 

 

資料１ 発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書 

 

資料１３ 耐震性に関する説明書 

 

資料１７ 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書 

 

   資料１９ 燃料取扱設備、新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備の核燃料物質が臨界に

達しないことに関する説明書 

 

資料４８ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 

（注）平成28年6月10日付け原規規発第1606105号､平成29年7月19日付け原規規発第

1707192号､平成30年1月31日付け原規規発第18013114号､平成30年6月27日付け原

規規発第1806276号､平成30年8月6日付け原規規発第1808064号､平成30年11月26日

付け原規規発第1811266号､平成31年1月28日付け原規規発第1901282号､平成31年3

月27日付け原規規発第1903272号､平成31年4月26日付け原規規発第19042614号､令

和元年6月21日付け原規規発第1906218号､令和元年8月19日付け原規規発第

1908192号､令和2年1月24日付け原規規発第2002142号、令和2年2月19日付け原規

規発第2002193号及び令和2年3月30日付け原規規発第2003305号にて認可された工

事計画書並びに平成30年5月24日付け関原発第123号及び令和元年10月4日付け関原

発第267号にて届出した工事計画書の他の添付資料については､今回の設計及び工

事の計画の変更に関係せず､記載内容に変更はない｡ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 １． 添 付 資 料 
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資料１ 発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書 

 資料１－１ 発電用原子炉設置変更許可申請書「本文（五号）」との整合性 
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資料１７ 設計及び工事に係る品質管理の方法等に関する説明書 

資料１７－３ 本工事計画に係る設計の実績、工事及び検査の計画 核燃料物質の取扱施設及

び貯蔵施設 

 

資料１９ 燃料取扱設備、新燃料貯蔵設備及び使用済燃料貯蔵設備の核燃料物質が臨界に達しな

いことに関する説明書 

 

資料４８ 設計及び工事に係る品質マネジメントシステムに関する説明書 

 

 

（注）平成28年6月10日付け原規規発第1606105号､平成29年7月19日付け原規規発第1707192号､平

成30年1月31日付け原規規発第18013114号､平成30年6月27日付け原規規発第1806276号､平

成30年8月6日付け原規規発第1808064号､平成30年11月26日付け原規規発第1811266号､平成

31年1月28日付け原規規発第1901282号､平成31年3月27日付け原規規発第1903272号､平成31

年4月26日付け原規規発第19042614号､令和元年6月21日付け原規規発第1906218号､令和元

年8月19日付け原規規発第1908192号､令和2年1月24日付け原規規発第2002142号、令和2年2

月19日付け原規規発第2002193号にて及び令和2年3月30日付け原規規発第2003305号にて認

可された工事計画書並びに平成30年5月24日付け関原発第123号及び令和元年10月4日付け

関原発第267号にて届出した工事計画書の他の添付資料については､今回の設計及び工事の

計画の変更に関係せず､記載内容に変更はない｡ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

資料１ 発電用原子炉の設置の許可との整合性に関する説明書 
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(ⅰ) 構造 
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(ⅱ) 廃棄物の処理能力 

(ⅲ) 排気口の位置 

(2) 液体廃棄物の廃棄設備  ····································  T2-添1-1-ﾄ-7 

(ⅰ) 構造 

(ⅱ) 廃棄物の処理能力 

(ⅲ) 排水口の位置 

(3) 固体廃棄物の廃棄設備  ···································  T2-添1-1-ﾄ-14 

(ⅰ) 構造 

(ⅱ) 廃棄物の処理能力 

 

チ. 放射線管理施設の構造及び設備 

(1) 屋内管理用の主要な設備の種類  ····························  T2-添1-1-ﾁ-1 

(ⅰ) 放射線監視設備 

(ⅱ) 放射線管理設備 

(ⅲ) 遮蔽設備 

(ⅳ) 換気設備 

(2) 屋外管理用の主要な設備の種類  ···························  T2-添1-1-ﾁ-44 

 

リ. 原子炉格納施設の構造及び設備 

(1) 原子炉格納容器の構造  ····································  T2-添1-1-ﾘ-2 

(ⅰ) 原子炉格納容器 

(ⅱ) 外部しゃへい建屋 

(2) 原子炉格納容器の設計圧力及び設計温度並びに漏えい率  ······  T2-添1-1-ﾘ-4 

(3) 非常用格納容器保護設備の構造  ····························  T2-添1-1-ﾘ-6 

(ⅰ) 原子炉格納容器スプレ設備 

(ⅱ) 重大事故等対処設備 

(4) その他の主要な事項  ····································  T2-添1-1-ﾘ-206 

(ⅰ) 原子炉格納容器換気設備 

(ⅱ) アニュラス空気再循環設備 

(ⅲ) 安全補機室空気浄化設備 

(ⅳ) 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

 

ヌ. その他発電用原子炉の附属施設の構造及び設備 

(1) 常用電源設備の構造  ······································  T2-添1-1-ﾇ-1 
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(ⅰ) 主発電機 

(ⅱ) 外部電源系 

(ⅲ) 変圧器 

(2) 非常用電源設備の構造  ···································  T2-添1-1-ﾇ-14 

(ⅰ) 受電系統 

(ⅱ) ディーゼル発電機 

(ⅲ) 蓄電池 

(ⅳ) 代替電源設備 

(3) その他の主要な事項  ·····································  T2-添1-1-ﾇ-40 

(ⅰ) 使用済燃料輸送容器保管建屋 

(ⅱ) 火災防護設備 

(ⅲ) 浸水防護設備 

(ⅳ) 補機駆動用燃料設備 

(ⅴ) 補助ボイラ 

(ⅵ) 非常用取水設備 

(ⅶ) 敷地内土木構造物 

(ⅷ) 緊急時対策所 

(ⅸ) 通信連絡設備 

 

 （注）４．五、ニ．(2) (ⅱ)「使用済燃料貯蔵設備」、ニ．(3) (ⅲ)「使用済燃料貯蔵槽の冷

却等のための設備」以外は、平成28年6月10日付け原規規発第1606105号､平成30年8月6

日付け原規規発第1808064号､平成30年11月26日付け原規規発第1811266号、平成31年1月

28日付け原規規発第1901282号､平成31年3月27日付け原規規発第1903272号､平成31年4月

26日付け原規規発第19042614号､令和元年6月21日付け原規規発第1906218号､令和元年8

月19日付け原規規発第1908192号､令和2年1月24日付け原規規発第2002142号、令和2年2

月19日付け原規規発第2002193号及び令和2年3月30日付け原規規発第2003305号にて認可

された工事計画書並びに平成30年5月24日付け関原発第123号及び令和元年10月4日付け

関原発第267号にて届出した工事計画書の記載に変更はない｡ 

    なお、平成28年6月10日付け原規規発第1606105号にて認可された工事計画書の資料番号

の「添1-」を「添1-1-」に読み替える。 

 





























































 

 

 

 

 

 

 

 

資料１－２ 発電用原子炉設置変更許可申請書「本文（十一号）」との整合性 
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十一、発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な 

体制の整備に関する事項  ··········································  T2-添1-2-2 
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1. 概要 

本資料は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下「法」とい

う。）第43条の3の8第1項の許可を受けたところによる設計及び工事の計画であること

が法第43条の3の9第3項第1号で認可基準として規定されており、当該基準に適合するこ

とを説明するものである。 

 

2. 基本方針 

設計及び工事の計画が高浜発電所 発電用原子炉設置変更許可申請書（以下「設置許

可申請書」という。）の基本方針に従った詳細設計であることを、設置許可申請書との

整合性により示す。 

設置許可申請書との整合性は、設置許可申請書「本文（十一号）」と設計及び工事の

計画のうち「Ⅳ．設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」について示す。 

なお、変更の工事において、変更に係る内容が許可の際の申請書等の記載事項でない

場合においては、許可に抵触するものでないため、本資料には記載しない。 

 

3. 記載の基本事項 

(1) 説明書の構成は比較表形式とし、左欄から「本文」、「設計及び工事の計画」、

「整合性」及び「備考」を記載する。 

 

(2) 説明書の記載順は、「本文（十一号）」に記載する順とする。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．発電用原子炉の設置の許可との整合性 



発電用原子炉の設置の許可との整合性 

- T2-添1-2-2 - 

設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
十一、発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整

備に関する事項を以下のとおりとする。 

 
Ａ．１号炉、２号炉、３号炉及び４号炉 
 

1. 目的 
発電用原子炉施設の保安のための業務に係る品質管理に必要な体制の整備

に関する事項（以下「品質管理に関する事項」という。）は、発電所の安全

を達成・維持・向上させるため、「原子力施設の保安のための業務に係る品
質管理に必要な体制の基準に関する規則」（以下「品管規則」という。）に基
づく品質マネジメントシステムを確立し、実施し、評価確認し、継続的に改

善することを目的とする。 
 
 

 
 
 

2. 適用範囲 
品質管理に関する事項は、高浜発電所の保安活動に適用する。 

 

 
 
 

 
3. 定義 

品質管理に関する事項における用語の定義は、次に掲げるもののほか品管

規則に従う。 
(1) 原子炉施設 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律第４３条の３の

５第２項第５号に規定する発電用原子炉施設をいう。 
(2) 原子力部門 

当社の品質マネジメントシステムに基づき、原子炉施設を運営管理（運

転開始前の管理を含む。）する各組織（組織の最小単位）の総称をいう。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

1. 設計及び工事に係る品質マネジメントシステム 
当社は、原子力発電所の安全を達成・維持・向上させるため、安全文化を

醸成するための活動を行う仕組みを含めた原子炉施設の設計、工事及び検査

段階から運転段階に係る保安活動を確実に実施するための品質マネジメント
システムを確立し、「高浜発電所原子炉施設保安規定」（以下「保安規定」と
いう。）の品質マネジメントシステム計画（以下「保安規定品質マネジメン

トシステム計画」という。）に定めている。 
「設計及び工事に係る品質マネジメントシステム」（以下「設工認品質管

理計画」という。）は、保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき、

設計及び工事に係る具体的な品質管理の方法、組織等の計画された事項を示
したものである。 

 

2.適用範囲・定義 
2.1 適用範囲 

設工認品質管理計画は、高浜発電所２号機原子炉施設の設計、工事及び検

査に係る保安活動に適用する。 
 
 

 
2.2 定 義 

設工認品質管理計画における用語の定義は、以下を除き保安規定品質マネ

ジメントシステム計画に従う。 
(1) 実用炉規則 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和53年12月28日

通商産業省令第77号）をいう。 
(2) 技術基準規則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基準に関する規則（平成

25年6月28日原子力規制委員会規則第6号）をいう。 
(3) 実用炉規則別表第二対象設備 

実用発電用原子炉の設置、運転等に関する規則（昭和53年12月28日

通商産業省令第77号）の別表第二「設備別記載事項」に示された設備
をいう。 

(4) 適合性確認対象設備 

設計及び工事の計画（以下「設工認」という。）に基づき、技術基準
規則への適合性を確保するために必要となる設備をいう。 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

設置許可申請書（本文（十一号））において、設計
及び工事の計画の内容は以下のとおり満足してい

る。 
 
 

 
設計及び工事の計画では、高浜発電所原子炉施設

保安規定に品質マネジメントシステム計画を定め、

その品質マネジメントシステム計画に従い設工認品
質管理計画を定めていることから整合している。（以
下、設置変更許可申請書（本文十一号）に対応した

設計及び工事の計画での説明がない箇所について
は、保安規定品質マネジメントシステム計画にて対
応していることを以て整合している。） 

 
 
 

 
 

設計及び工事の計画の適用範囲は、設置変更許可

申請書（本文十一号）の適用範囲に示す高浜発電所
の保安活動に包含されていることから整合してい
る。 

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子
炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画の
用語の定義に従っていることから整合している。 
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設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
 
4. 品質マネジメントシステム 

4.1 品質マネジメントシステムに係る要求事項 
(1) 原子力部門は、品質管理に関する事項にしたがって、品質マネジメント

システムを確立し、実施するとともに、その実効性を維持するため、その

改善を継続的に行う。 
(2) 原子力部門は、保安活動の重要度に応じて品質マネジメントシステムを

確立し、運用する。この場合、次に掲げる事項を適切に考慮する。 

a. 原子炉施設、組織、又は個別業務の重要度及びこれらの複雑さの程度 
b. 原子炉施設若しくは機器等の品質又は保安活動に関連する原子力の安
全に影響を及ぼすおそれのあるもの及びこれらに関連する潜在的影響の

大きさ 
c. 機器等の故障若しくは通常想定されない事象の発生又は保安活動が不
適切に計画され、若しくは実行されたことにより起こり得る影響 

(3) 原子力部門は、原子炉施設に適用される関係法令（以下「関係法令」と
いう。）を明確に認識し、品管規則に規定する文書その他品質マネジメン
トシステムに必要な文書（記録を除く。以下「品質マネジメント文書」と

いう。）に明記する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
3. 設計及び工事の計画における設計、工事及び検査に係る品質管理の方法等 

設工認における設計、工事及び検査に係る品質管理は、保安規定品質マネ
ジメントシステム計画に基づき以下のとおり実施する。 

 

 
3.2.1 設計及び工事のグレード分けの適用 

設工認におけるグレード分けは、原子炉施設の安全上の重要性に応じて以

下のとおり行う。 
設計・調達の管理に係るグレード分け（原子炉施設） 

重要度※ グレードの区分 

次のいずれかに該当する工事 

○クラス1の設備に係る工事 

○クラス2の設備に係る工事 

・クラス2の設備のうち、「安全設計審査指針」でいう「重要

度の特に高い安全機能を有する系統」は、クラス1に分類 

○クラス3の設備及びその他の設備のうち、発電への影響度区

分がR3「その故障がプラント稼動にほとんど影響を及ぼさ

ない設備」を除く設備に係る工事 

Aクラス 

又は 
Bクラス 

上記以外の設備に係る工事 Cクラス 

※：上記の「クラス1～3」は、「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度
分類に関する審査指針」のクラス1～3であり、発電への影響度区分との関

係は以下のとおり。 

発電への 

影響度区分 

安全上の機能別重要度区分 

クラス1 クラス2 クラス3 
その他 

PS-1 MS-1 PS-2 MS-2 PS-3 MS-3 

R1 

A 
B 

R2 

R3  C 

R1：その故障により発電停止となる設備 

R2：その故障がプラント運転に重大な影響を及ぼす設備（R1を除く） 
R3：上記以外でその故障がプラント稼動にほとんど影響を及ぼさない設備 

 

設計・調達の管理に係るグレード分け（原子炉施設のうち重大事故等対処施設） 

重要度 グレードの区分 

○特定重大事故等対処施設 
○重大事故等対処設備（常設設備） 

SA常設 

○重大事故等対処設備（可搬設備） 
SA可搬（工事等含む） 

又は 

SA可搬（購入のみ） 

 

 
 
 

 
3.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は、設工認に必要な調達を行う場合、原子力安全

に対する影響や供給者の実績等を考慮し、「3.2.1 設計及び工事のグレード
分けの適用」に示す重要度に応じてグレード分けを行い管理する。 

 

3.6.3 調達製品の調達管理 
業務の実施に際し、原子力安全に及ぼす影響に応じて、調達管理に係るグ

レード分けを適用する。 

 

 
設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子
炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い品質管理を行うことから整合している。 

 
設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い設計のグレード分けを行うことから整合してい
る。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子
炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い調達のグレード分けを行うことから整合してい

る。 
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設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
 
(4) 原子力部門は、品質マネジメントシステムに必要なプロセスを明確にす

るとともに、そのプロセスを原子力部門に適用することを決定し、次に掲
げる業務を行う。 
a. プロセスの運用に必要な情報及び当該プロセスの運用により達成され

る結果を文書で明確にする。 
b. プロセスの順序及び相互の関係を明確にする。 
c. プロセスの運用及び管理の実効性の確保に必要な原子力部門の保安活

動の状況を示す指標（以下「保安活動指標」という。）並びに当該指標
に係る判定基準を明確に定める。 

d. プロセスの運用並びに監視及び測定（以下「監視測定」という。）に

必要な資源及び情報が利用できる体制を確保する（責任及び権限の明確
化を含む。）。 

e. プロセスの運用状況を監視測定し分析する。ただし、監視測定するこ

とが困難である場合は、この限りでない。 
f. プロセスについて、意図した結果を得、及び実効性を維持するための
措置を講ずる。 

g. プロセス及び原子力部門の体制を品質マネジメントシステムと整合的
なものとする。 

h. 原子力の安全とそれ以外の事項において意思決定の際に対立が生じた

場合には、原子力の安全が確保されるようにする。 
(5) 原子力部門は、健全な安全文化を育成し、及び維持する。 
(6) 原子力部門は、機器等又は個別業務に係る要求事項（関係法令を含む。 

以下「個別業務等要求事項」という。）への適合に影響を及ぼすプロセス
を外部委託することとしたときは、当該プロセスが管理されているように
する。 

(7) 原子力部門は、保安活動の重要度に応じて、資源の適切な配分を行う。 
 
4.2 品質マネジメントシステムの文書化 

4.2.1 一般 
原子力部門は、保安活動の重要度に応じて次に掲げる文書を作成し、当該

文書に規定する事項を実施する。 

(1) 品質方針及び品質目標 
(2) 品質マニュアル 
(3) 実効性のあるプロセスの計画的な実施及び管理がなされるようにするた

めに、原子力部門が必要と決定した文書 
(4) 品管規則の要求事項に基づき作成する手順書、指示書、図面等（以下
「手順書等」という。） 

 
4.2.2 品質マニュアル 

原子力部門は、品質マニュアルに次に掲げる事項を定める。 

(1) 品質マネジメントシステムの運用に係る組織に関する事項 
(2) 保安活動の計画、実施、評価及び改善に関する事項 
(3) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

(4) 品質マネジメントシステムのために作成した手順書等の参照情報 
(5) プロセスの相互の関係 

 

4.2.3 文書の管理 
(1) 原子力部門は、品質マネジメント文書を管理する。 
(2) 原子力部門は、要員が判断及び決定をするに当たり、適切な品質マネジ

メント文書を利用できるよう、品質マネジメント文書に関する次に掲げる
事項を定めた手順書等を作成する。 
a. 品質マネジメント文書を発行するに当たり、その妥当性を審査し、発

行を承認すること。 
b. 品質マネジメント文書の改訂の必要性について評価するとともに、改

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

3.7.1 文書及び記録の管理 

(1) 適合性確認対象設備の設計、工事及び検査に係る文書及び記録 
設計、工事及び検査に係る組織の長は、設計、工事及び検査に係る文書

及び記録を、保安規定品質マネジメントシステム計画に示す規定文書に基
づき作成し、これらを適切に管理する。 

(2) 供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計、工事及び検査に

用いる場合の管理 
設工認において供給者が所有する当社の管理下にない設計図書を設計、

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書
（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い文書管理を行うことから整合している。 
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設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
訂に当たり、その妥当性を審査し、改訂を承認すること。 

c. 品質マネジメント文書の審査及び評価には、その対象となる文書に定

められた活動を実施する原子力部門内における各組織の要員を参画させ
ること。 

d. 品質マネジメント文書の改訂内容及び最新の改訂状況を識別できるよ

うにすること。 
e. 改訂のあった品質マネジメント文書を利用する場合においては、当該
文書の適切な制定版又は改訂版が利用しやすい体制を確保すること。 

f. 品質マネジメント文書を、読みやすく容易に内容を把握することがで
きるようにすること。 

g. 原子力部門の外部で作成された品質マネジメント文書を識別し、その

配付を管理すること。 
h. 廃止した品質マネジメント文書が使用されることを防止すること。こ
の場合において、当該文書を保持するときは、その目的にかかわらず、

これを識別し、管理すること。 
 
4.2.4 記録の管理 

 (1) 原子力部門は、品管規則に規定する個別業務等要求事項への適合及び
品質マネジメントシステムの実効性を実証する記録を明確にするととも
に、当該記録を、読みやすく容易に内容を把握することができ、かつ、検

索することができるように作成し、保安活動の重要度に応じてこれを管理
する。 

(2) 原子力部門は、(1)の記録の識別､保存､保護､検索及び廃棄に関し、所要

の管理の方法を定めた手順書等を作成する｡ 
 
5. 経営責任者等の責任 

5.1 経営責任者の原子力の安全のためのリーダーシップ 
社長は、原子力の安全のためのリーダーシップを発揮し、責任を持って

品質マネジメントシステムを確立させ、実施させるとともに、その実効性

を維持していることを、次に掲げる業務を行うことによって実証する。 
(1) 品質方針を定めること。 
(2) 品質目標が定められているようにすること。 

(3) 要員が、健全な安全文化を育成し、及び維持することに貢献できるよう
にすること。 

(4) 5.6.1に規定するマネジメントレビューを実施すること。 

(5) 資源が利用できる体制を確保すること。 
(6) 関係法令を遵守することその他原子力の安全を確保することの重要性を

要員に周知すること。 

(7) 保安活動に関する担当業務を理解し、遂行する責任を有することを、要
員に認識させること。 

(8) すべての階層で行われる決定が、原子力の安全の確保について、その優

先順位及び説明する責任を考慮して確実に行われるようにすること。 
 
5.2 原子力の安全の確保の重視 

社長は、原子力部門の意思決定に当たり、機器等及び個別業務が個別業務
等要求事項に適合し、かつ、原子力の安全がそれ以外の事由により損なわれ
ないようにする。 

 
5.3 品質方針 

社長は、品質方針が次に掲げる事項に適合しているようにする。 

(1) 原子力部門の目的及び状況に対して適切なものであること。 
(2) 要求事項への適合及び品質マネジメントシステムの実効性の維持に社長

が責任を持って関与すること。 

(3) 品質目標を定め、評価するに当たっての枠組みとなるものであること。 
(4) 要員に周知され、理解されていること。 

工事及び検査に用いる場合、供給者の品質保証能力の確認、かつ、対象設
備での使用が可能な場合において、適用可能な図書として扱う。 

(3) 使用前事業者検査に用いる文書及び記録 
使用前事業者検査として、記録確認検査を実施する場合に用いる記録

は、上記(1)、(2)を用いて実施する。 
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設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
(5) 品質マネジメントシステムの継続的な改善に社長が責任を持って関与す

ること。 

 
5.4 計画 
5.4.1 品質目標 

(1) 社長は、原子力部門内における各組織において、品質目標（個別業務等
要求事項への適合のために必要な目標を含む。）が定められているように
する。 

(2) 社長は、品質目標が、その達成状況を評価し得るものであって、かつ、
品質方針と整合的なものとなるようにする。 

 

5.4.2 品質マネジメントシステムの計画 
(1) 社長は、品質マネジメントシステムが4.1の規定に適合するよう、その

実施に当たっての計画が策定されているようにする。 
(2) 社長は、品質マネジメントシステムの変更が計画され、それが実施され

る場合においては、当該品質マネジメントシステムが不備のない状態に維
持されているようにする。この場合において、保安活動の重要度に応じ

て、次に掲げる事項を適切に考慮する。 
a. 品質マネジメントシステムの変更の目的及び当該変更により起こり得
る結果 

b. 品質マネジメントシステムの実効性の維持 
c. 資源の利用可能性 
d. 責任及び権限の割当て 

 
5.5 責任、権限及びコミュニケーション 
5.5.1 責任及び権限 

社長は、原子力部門内における各組織及び要員の責任及び権限並びに原
子力部門内における各組織相互間の業務の手順を定めさせ、関係する要員
が責任を持って業務を遂行できるようにする。 

 
 
 

 
5.5.2 品質マネジメントシステム管理責任者 

(1) 社長は、品質マネジメントシステムを管理する責任者に、次に掲げる業

務に係る責任及び権限を与える。 
a. プロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が維持されて
いるようにすること。 

b. 品質マネジメントシステムの運用状況及びその改善の必要性につい
て、社長に報告すること。 

c. 健全な安全文化を育成し、及び維持することにより、原子力の安全の

確保についての認識が向上するようにすること。 
d. 関係法令を遵守すること。 

 

5.5.3 管理者 
(1) 社長は、次に掲げる業務を管理監督する地位にある者（以下「管理者」

という。）に、当該管理者が管理監督する業務に係る責任及び権限を与え

る。 
a. 個別業務のプロセスが確立され、実施されるとともに、その実効性が
維持されているようにすること。 

b. 要員の個別業務等要求事項についての認識が向上するようにするこ
と。 

c. 個別業務の実施状況に関する評価を行うこと。 

d. 健全な安全文化を育成し、及び維持すること。 
e. 関係法令を遵守すること。 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
3.1 設計、工事及び検査に係る組織（組織内外の相互関係及び情報伝達含

む。） 

設計、工事及び検査は、本店組織及び発電所組織で構成する体制で実施す
る。 

設計、工事及び検査に係る組織は、担当する設備に関する設計、工事及び

検査について責任と権限を持つ。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき高浜発電所原子炉施設保安
規定に品質マネジメントシステム計画を定め、その
品質マネジメントシステム計画に従い設工認品質管

理計画にて設計、工事及び検査に係る組織を定めて
いることから整合している。 
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設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
(2) 管理者は、(1)の責任及び権限の範囲において、原子力の安全のための

リーダーシップを発揮し、次に掲げる事項を確実に実施する。 
a. 品質目標を設定し、その目標の達成状況を確認するため、業務の実施
状況を監視測定すること。 

b. 要員が、原子力の安全に対する意識を向上し、かつ、原子力の安全へ

の取組を積極的に行えるようにすること。 
c. 原子力の安全に係る意思決定の理由及びその内容を、関係する要員に
確実に伝達すること。 

d. 常に問いかける姿勢及び学習する姿勢を要員に定着させるとともに、
要員が、積極的に原子炉施設の保安に関する問題の報告を行えるように
すること。 

e. 要員が、積極的に業務の改善に対する貢献を行えるようにすること。 
 (3) 管理者は、管理監督する業務に関する自己評価を、あらかじめ定めら

れた間隔で行う。 

 
5.5.4 組織の内部の情報の伝達 

(1) 社長は、原子力部門の内部の情報が適切に伝達される仕組みが確立され

ているようにするとともに、品質マネジメントシステムの実効性に関する
情報が確実に伝達されるようにする。 

 

5.6 マネジメントレビュー 
5.6.1 一般 

(1) 社長は、品質マネジメントシステムの実効性を評価するとともに、改善

の機会を得て、保安活動の改善に必要な措置を講ずるため、品質マネジメ
ントシステムの評価（以下「マネジメントレビュー」という。）を、あら
かじめ定められた間隔で行う。 

 
5.6.2 マネジメントレビューに用いる情報 

原子力部門は、マネジメントレビューにおいて、少なくとも次に掲げる

情報を報告する。 
(1) 内部監査の結果 
(2) 原子力部門の外部の者の意見 

(3) プロセスの運用状況 
(4) 使用前事業者検査及び定期事業者検査（以下「使用前事業者検査等」と

いう。）並びに自主検査等の結果 

(5) 品質目標の達成状況 
(6) 健全な安全文化の育成及び維持の状況 
(7) 関係法令の遵守状況 

(8) 不適合並びに是正処置及び未然防止処置の状況 
(9) 従前のマネジメントレビューの結果を受けて講じた措置 

(10) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼすおそれのある変更 

(11) 原子力部門内における各組織又は要員からの改善のための提案 
(12) 資源の妥当性 
(13) 保安活動の改善のために講じた措置の実効性 

 
 

5.6.3 マネジメントレビューの結果を受けて行う措置 

(1) 原子力部門は、マネジメントレビューの結果を受けて、少なくとも次に
掲げる事項について決定する。 
a. 品質マネジメントシステム及びプロセスの実効性の維持に必要な改善 

b. 個別業務に関する計画及び個別業務の実施に関連する保安活動の改善 
c. 品質マネジメントシステムの実効性の維持及び継続的な改善のために
必要な資源 

d. 健全な安全文化の育成及び維持に関する改善 
e. 関係法令の遵守に関する改善 
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設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
(2) 原子力部門は、マネジメントレビューの結果の記録を作成し、これを管

理する。 

(3) 原子力部門は、(1)の決定をした事項について、必要な措置を講じる。 
 
6. 資源の管理 

6.1 資源の確保 
原子力部門は、原子力の安全を確実なものにするために必要な次に掲げる

資源を明確に定め、これを確保し、及び管理する。 

(1) 要員 
(2) 個別業務に必要な施設、設備及びサービスの体系 
(3) 作業環境 

(4) その他必要な資源 
 
6.2 要員の力量の確保及び教育訓練 

(1) 原子力部門は、個別業務の実施に必要な技能及び経験を有し、意図した
結果を達成するために必要な知識及び技能並びにそれを適用する能力（以
下「力量」という。）が実証された者を要員に充てる。 

(2) 原子力部門は、要員の力量を確保するために、保安活動の重要度に応じ
て、次に掲げる業務を行う。 
a. 要員にどのような力量が必要かを明確に定めること。 

b. 要員の力量を確保するために教育訓練その他の措置を講ずること。 
c. 教育訓練その他の措置の実効性を評価すること。 
d. 要員が自らの個別業務について、次に掲げる事項を認識しているよう

にすること。 
(a) 品質目標の達成に向けた自らの貢献 
(b) 品質マネジメントシステムの実効性を維持するための自らの貢献 

(c) 原子力の安全に対する当該個別業務の重要性 
e. 要員の力量及び教育訓練その他の措置に係る記録を作成し、これを管

理すること。 

 
7. 個別業務に関する計画の策定及び個別業務の実施 
7.1 個別業務に必要なプロセスの計画 

(1) 原子力部門は、個別業務に必要なプロセスについて、計画を策定すると
ともに、そのプロセスを確立する。 

(2) 原子力部門は、(1)の計画と当該個別業務以外のプロセスに係る個別業

務等要求事項との整合性を確保する。 
(3) 原子力部門は、個別業務に関する計画（以下「個別業務計画」とい

う。）の策定又は変更を行うに当たり、次に掲げる事項を明確にする。 

a. 個別業務計画の策定又は変更の目的及び当該計画の策定又は変更によ
り起こり得る結果 

b. 機器等又は個別業務に係る品質目標及び個別業務等要求事項 

c. 機器等又は個別業務に固有のプロセス、品質マネジメント文書及び資
源 

d. 使用前事業者検査等、検証、妥当性確認及び監視測定並びにこれらの

個別業務等要求事項への適合性を判定するための基準（以下「合否判定
基準」という。） 

e. 個別業務に必要なプロセス及び当該プロセスを実施した結果が個別業

務等要求事項に適合することを実証するために必要な記録 
(4) 原子力部門は、策定した個別業務計画を、その個別業務の作業方法に適

したものとする。 
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7.2 個別業務等要求事項に関するプロセス 

7.2.1 個別業務等要求事項として明確にすべき事項 
原子力部門は、次に掲げる事項を個別業務等要求事項として明確に定め

る。 

a. 原子力部門の外部の者が明示してはいないものの、機器等又は個別業
務に必要な要求事項 

b. 関係法令 

c. a. b.に掲げるもののほか、原子力部門が必要とする要求事項 
 
7.2.2 個別業務等要求事項の審査 

(1) 原子力部門は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじ
め、個別業務等要求事項の審査を実施する。 

(2) 原子力部門は、個別業務等要求事項の審査を実施するに当たり、次に掲

げる事項を確認する。 
a. 当該個別業務等要求事項が定められていること。 
b. 当該個別業務等要求事項が、あらかじめ定められた個別業務等要求事

項と相違する場合においては、その相違点が解明されていること。 
c. 原子力部門が、あらかじめ定められた個別業務等要求事項に適合する
ための能力を有していること。 

(3) 原子力部門は、(1)の審査の結果の記録及び当該審査の結果に基づき講
じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

(4) 原子力部門は、個別業務等要求事項が変更された場合においては、 

関連する文書が改訂されるようにするとともに、関連する要員に対し変更
後の個別業務等要求事項が周知されるようにする。 

 

7.2.3 組織の外部の者との情報の伝達等 
原子力部門は、原子力部門の外部の者からの情報の収集及び原子力部門

の外部の者への情報の伝達のために、実効性のある方法を明確に定め、こ

れを実施する。 
 
7.3 設計開発 

7.3.1 設計開発計画 
(1) 原子力部門は、設計開発（専ら原子炉施設において用いるための設計開

発に限る。）の計画（以下「設計開発計画」という。）を策定するととも

に、設計開発を管理する。 
(2) 原子力部門は、設計開発計画の策定において、次に掲げる事項を明確に

する。 

a. 設計開発の性質、期間及び複雑さの程度 
b. 設計開発の各段階における適切な審査、検証及び妥当性確認の方法並

びに管理体制 

c. 設計開発に係る各組織及び要員の責任及び権限 
d. 設計開発に必要な原子力部門の内部及び外部の資源 

(3) 原子力部門は、実効性のある情報の伝達並びに責任及び権限の明確な割

当てがなされるようにするために、設計開発に関与する各者間の連絡を管
理する。 

(4) 原子力部門は、(1)により策定された設計開発計画を、設計開発の進行

に応じて適切に変更する。 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

3.2.2 設計、工事及び検査の各段階とその審査 

設工認における設計、工事及び検査の流れを第3.2-1図に示すとともに、
設計、工事及び検査の各段階と保安規定品質マネジメントシステム計画との

関係を第3.2-1表に示す。 
なお、実用炉規則別表第二対象設備のうち、設工認申請（届出）が不要な

工事を行う場合は、設工認品質管理計画のうち、必要な事項を適用して設

計、工事及び検査を実施し、認可された設工認に記載された仕様及びプロセ
スのとおりであること、技術基準規則に適合していることを確認する。 

 

設計又は工事を主管する箇所の長並びに検査を担当する箇所の長は、第
3.2-1表に示す「保安規定品質マネジメントシステム計画の対応項目」ごと
のアウトプットに対する審査（以下「レビュー」という。）を実施するとと

もに、記録を管理する。 
なお、設計の各段階におけるレビューについては、本店組織及び発電所組

織で当該設備の設計に関する専門家を含めて実施する。 

設工認のうち、主要な耐圧部の溶接部に対する必要な検査は、「3.3 設計
に係る品質管理の方法」、「3.4 工事に係る品質管理の方法」、「3.5 使用前事
業者検査の方法」及び「3.6 設工認における調達管理の方法」に示す管理

（第3.2-1表における「3.3.3(1) 基本設計方針の作成（設計1）」～「3.6 設
工認における調達管理の方法」）のうち、必要な事項を適用して設計、工事
及び検査を実施し、認可された設工認に記載された仕様及びプロセスのとお

りであること、技術基準規則に適合していることを確認する。 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書
（本文十一号）に基づき高浜発電所原子炉施設保安

規定に品質マネジメントシステム計画を定め、その
品質マネジメントシステム計画に従い設工認品質管
理計画にて設計、工事及び検査に係る組織を定めて

いることから整合している。 
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第3.2-1表 設工認における設計、工事及び検査の各段階 

各段階 

保安規定品質マネ

ジメントシステム

計 画の 対応 項 目 

概 要 

設
計 

3.3 
設計に係る品質管理

の方法 

7.3.1 設計開発計

画 

適合性を確保するために必要な

設計を実施するための計画 

3.3.1 

適合性確認対象設備

に対する要求事項の

明確化 

7.3.2 設計開発に

用いる情報 

設計に必要な技術基準規則等の

要求事項の明確化 

3.3.2 

各条文の対応に必要

な適合性確認対象設

備の選定 

技術基準規則等に対応するため

の設備・運用の抽出 

3.3.3(1) 

※ 

基本設計方針の作成

（設計 1） 

7.3.3 設計開発の

結果に係る情報 

要求事項を満足する基本設計方

針の作成 

3.3.3(2) 

※ 

適合性確認対象設備

の各条文への適合性

を確保するための設

計（設計 2） 

7.3.3 設計開発の

結果に係る情報 

適合性確認対象設備に必要な設

計の実施 

3.3.3(3) 

設計のアウトプット

に対する検証 

7.3.5 設計開発の

検証 

基準適合性を確保するための設

計の妥当性のチェック 

3.3.4 

※ 

設計における変更 7.3.7 設計開発の

変更の管理 

設計対象の追加や変更時の対応 

工
事
及
び
検
査 

3.4.1 

※ 

設工認に基づく具体

的な設備の設計の実

施（設計 3） 

7.3.3 設計開発の

結果に係る情報 

7.3.5 設計開発の

検証 

設工認を実現するための具体的

な設計 

3.4.2 
具体的な設備の設計

に基づく工事の実施 
― 

適合性確認対象設備の工事の実

施 

3.5.1 

使用前事業者検査で

の確認事項 

― 

適合性確認対象設備が、認可さ

れた設工認に記載された仕様及

びプロセスのとおりであるこ

と、技術基準規則に適合してい

ること 

3.5.2 

使用前事業者検査の

計画 

― 

適合性確認対象設備が、認可さ

れた設工認に記載された仕様及

びプロセスのとおりであるこ

と、技術基準規則に適合してい

ることを確認する計画と方法の

決定 

3.5.3 
検査計画の管理 

― 
使用前事業者検査を実施する際

の工程管理 

3.5.4 

主要な耐圧部の溶接

部に係る使用前事業

者検査の管理 

― 

主要な耐圧部の溶接部に係る使

用前事業者検査を実施する際の

プロセスの管理 

3.5.5 

使用前事業者検査の

実施 

7.3.6 設計開発の

妥当性確認 

8.2.4 機器等の検

査等 

適合性確認対象設備が、認可さ

れた設工認に記載された仕様及

びプロセスのとおりであるこ

と、技術基準規則に適合してい

ることを確認 

調
達 3.6 

設工認における調達

管理の方法 

7.4 調達 

8.2.4 機器等の検

査等 

適合性確認に必要な、設計、工

事及び検査に係る調達管理 

※：「3.2.2 設計、工事及び検査の各段階とその審査」で述べている「設

計の各段階におけるレビュー」の各段階を示す。 
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7.3.2 設計開発に用いる情報 

(1) 原子力部門は、個別業務等要求事項として設計開発に用いる情報であっ
て、次に掲げるものを明確に定めるとともに、当該情報に係る記録を作成
し、これを管理する。 

a. 機能及び性能に係る要求事項 
b. 従前の類似した設計開発から得られた情報であって、当該設計開発に

用いる情報として適用可能なもの 

c. 関係法令 
d. その他設計開発に必要な要求事項 

(2) 原子力部門は、設計開発に用いる情報について、その妥当性を評価し、

承認する。 
 

 
第3.2-1図  設工認として必要な設計、工事及び検査の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
3.3.1 適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化 

設計を主管する箇所の長は、設工認における技術基準規則等への適合性を
確保するために必要な要求事項を明確にする。 

 

3.3.2 各条文の対応に必要な適合性確認対象設備の選定 
設計を主管する箇所の長は、設工認に関連する工事において、追加・変更

となる適合性確認対象設備（運用を含む。）に対する技術基準規則への適合

性を確保するために、実際に使用する際の系統・構成で必要となる設備・運
用を含めて、適合性確認対象設備として抽出する。 

 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書
（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子
炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に

従い設計・開発へのインプットとして、適合性確認
対象設備に対する要求事項を明確化していることから
整合している。 

 
 
 

 
 

3.3.3(1)

適合性確認対象設備に対する要求事項の明確化

発電用原子炉設置変更許可申請書（本文）、

設置許可基準規則・技術基準規則及びその解釈

各条文の対応に必要な

適合性確認対象設備の

選定

基本設計方針の作成

（設計1）

使用前事業者検査の計画※２

設工認における調達管理の方法

適合性確認対象設備の各条文への適合性を

確保するための設計（設計2）

設計※1

（設工認申請書作成に係る活動の計画とその実績を「設計」として記載）

工事及び検査

（バックフィット制度における設工認申請上では、各要求事項に対する

使用前事業者検査、必要な追加工事又は継続中工事の計画を「工事」として記載）

使用前事業者検査

バックフィット制度における設工認申請上の「設計」とは、要求事項を満足した設備とするための基本設計方針を作成（設計1）し、既に設置されている設備の状況を念頭

に置きながら、適合性確認対象設備を各条文に適合させるための設計（設計2）を行う業務をいう。

また、この設計の結果を基に、設工認として申請が必要な範囲について、設工認申請書にまとめる。

条文ごとに適合性確認対象設備が技術基準規則に適合していることを確認するための検査方法（代替確認の考え方を含む。）の決定とその実施を使用前事業者検査の計画と

して明確にする。

※1：

※2：

検査計画の管理

主要な耐圧部の溶接部に

係る使用前事業者検査の

管理

使用前事業者検査の実施

3.3.1 3.3.2

3.3.3(2)

3.5.2

対象設備の現状

（設計実績）

設
工
認
に
基
づ
く
具
体
的
な
設
備
の
設
計
の
実
施
（
設
計
3
）

3.5.3、3.5.4、3.5.5

完成図書

既工認

承認申請図書、決定図書

対象設備の現状

（工事実績）

検査・試験記録

（定期事業者検査、自主検査、

定期試験等）

完成図書

承認申請図書、決定図書

具
体
的
な
設
備
の
設
計
に
基
づ
く
工
事
の
実
施

3.6

3.4.1 3.4.2

設工認の範囲

必要に応じ実施する業務の流れ

：

：

設工認における調達管理の方法

3.6

委託報告書

現場確認結果

（ウォークダウン） 現場確認結果

（ウォークダウン）

3.3.3(3)

設計のアウトプットに対する検証

工事の方法
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7.3.3 設計開発の結果に係る情報 

(1) 原子力部門は、設計開発の結果に係る情報を、設計開発に用いた情報と
対比して検証することができる形式により管理する。 

(2) 原子力部門は、設計開発の次の段階のプロセスに進むに当たり、あらか

じめ、当該設計開発の結果に係る情報を承認する。 
(3) 原子力部門は、設計開発の結果に係る情報を、次に掲げる事項に適合す

るものとする。 

a. 設計開発に係る個別業務等要求事項に適合するものであること。 
b. 調達、機器等の使用及び個別業務の実施のために適切な情報を提供す
るものであること。 

c. 合否判定基準を含むものであること。 
d. 機器等を安全かつ適正に使用するために不可欠な当該機器等の特性が
明確であること。 

 
 
 

7.3.4 設計開発レビュー 
(1) 原子力部門は、設計開発の適切な段階において、設計開発計画にしたが

って、次に掲げる事項を目的とした体系的な審査（以下「設計開発レビュ

ー」という。）を実施する。 
a. 設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性について評価するこ
と。 

b. 設計開発に問題がある場合においては、当該問題の内容を明確にし、
必要な措置を提案すること。 

(2) 原子力部門は、設計開発レビューに、当該設計開発レビューの対象とな

っている設計開発段階に関連する各組織の代表者及び当該設計開発に係る
専門家を参加させる。 

 

 
 
(3) 原子力部門は、設計開発レビューの結果の記録及び当該設計開発レビュ

ーの結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 
 
 

 
 

7.3.5 設計開発の検証 

(1) 原子力部門は、設計開発の結果が個別業務等要求事項に適合している状
態を確保するために、設計開発計画にしたがって検証を実施する。 

(2) 原子力部門は、設計開発の検証の結果の記録及び当該検証の結果に基づ

き講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 
(3) 原子力部門は、当該設計開発を行った要員に当該設計開発の検証をさせ

ない。 

 
7.3.6 設計開発の妥当性確認 

(1) 原子力部門は、設計開発の結果の個別業務等要求事項への適合性を確認

するために、設計開発計画にしたがって、当該設計開発の妥当性確認（以
下「設計開発妥当性確認」という。）を実施する。 

(2) 原子力部門は、機器等の使用又は個別業務の実施に当たり、あらかじ

め、設計開発妥当性確認を完了する。 
(3) 原子力部門は、設計開発妥当性確認の結果の記録及び当該設計開発妥当

性確認の結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 
 

 
3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 

設計を主管する箇所の長は、適合性確認対象設備の技術基準規則等への適
合性を確保するための設計を以下のとおり実施する。 
(1) 基本設計方針の作成（設計1） 

「設計1」として、技術基準規則等の適合性確認対象設備に必要な要求
事項を基に、必要な設計を漏れなく実施するための基本設計方針を明確化
する。 

(2) 適合性確認対象設備の各条文への適合性を確保するための設計（設計
2） 
「設計2」として、「設計1」で明確にした基本設計方針を用いて適合性

確認対象設備に必要な詳細設計を実施する。 
 
なお、詳細設計の品質を確保する上で重要な活動となる「調達による解

析」及び「手計算による自社解析」について、個別に管理事項を計画し信頼
性を確保する。 

 

 
 
 

 
 
 

 
3.2.2 設計、工事及び検査の各段階とその審査 

なお、設計の各段階におけるレビューについては、本店組織及び発電所組

織で当該設備の設計に関する専門家を含めて実施する。 
 
 

 
 

設計又は工事を主管する箇所の長並びに検査を担当する箇所の長は、第

3.2-1表に示す「保安規定品質マネジメントシステム計画の対応項目」ごと
のアウトプットに対する審査（以下「レビュー」という。）を実施するとと
もに、記録を管理する。 

 
 
3.3.3 設工認における設計及び設計のアウトプットに対する検証 

(3) 設計のアウトプットに対する検証 
設計を主管する箇所の長は、設計1及び設計2の結果について、適合性確

認を実施した者の業務に直接関与していない上位職位の者に検証を実施さ

せる。 
 
 

 
3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は、検査要領書の作成、体制の確立を行い実施する。 

(1) 使用前事業者検査の独立性確保 
使用前事業者検査は、組織的独立を確保して実施する。 

(2) 使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は、検査要領書で明確にする。 
(3) 使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は、適合性確認対象設備が、認可された設工認

に記載された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合
していることを確認するため「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決定し

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書
（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子
炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に

従い設計・開発からのアウトプットを作成するため
に設計を実施していることから整合している。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書（本

文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子炉施設
保安規定の品質マネジメントシステム計画に従い設計
のレビューには専門家を含めていることから整合して

いる。 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書（本

文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子炉施設
保安規定の品質マネジメントシステム計画に従い設計
のレビューの記録を管理していることから整合してい

る。 
 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書（本
文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子炉施設
保安規定の品質マネジメントシステム計画に従い設計

の検証を実施していることから整合している。 
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7.3.7 設計開発の変更の管理 
(1) 原子力部門は、設計開発の変更を行った場合においては、当該変更の内

容を識別することができるようにするとともに、当該変更に係る記録を作

成し、これを管理する。 
(2) 原子力部門は、設計開発の変更を行うに当たり、あらかじめ、審査、検

証及び妥当性確認を行い、変更を承認する。 

(3) 原子力部門は、設計開発の変更の審査において、設計開発の変更が原子
炉施設に及ぼす影響の評価（当該原子炉施設を構成する材料又は部品に及
ぼす影響の評価を含む。）を行う。 

(4) 原子力部門は、(2)の審査、検証及び妥当性確認の結果の記録及びその
結果に基づき講じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 

 

7.4 調達 
7.4.1 調達プロセス 

(1) 原子力部門は、調達する物品又は役務（以下「調達物品等」という。）

が、自ら規定する調達物品等に係る要求事項（以下「調達物品等要求事
項」という。）に適合するようにする。 

 

 
 
 

 
 

た確認方法を基に、使用前事業者検査を実施するための検査要領書を作成
し、検査実施責任者が制定する。 

実施する検査が代替検査となる場合は、代替による使用前事業者検査の
方法を決定する。 

(4) 使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は、検査を担当する箇所の長の依頼を受け、検査要領書
に基づき、確立された検査体制のもとで、使用前事業者検査を実施する。 

 

第3.5-1表 要求事項に対する確認項目及び確認の視点 

要求種別 確認項目 確認視点 主な検査項目 

設備 
設計 

要求 

設置 

要求 

名 称 、 取 付 箇

所、個数、設置

状態、保管状態 

設計要求どおりの名称、取

付箇所、個数で設置されて

いることを確認する。 

据付検査 

状態確認検査 

外観検査 

機能 

要求 

材料、寸法、耐

圧・漏えい等の

構造、強度に係

る 仕 様 （ 要 目

表） 

要目表の記載どおりである

ことを確認する。 

材料検査 

寸法検査 

建物・構築物構造検査 

外観検査 

据付検査 

状態確認検査 

耐圧検査 

漏えい検査 

特性検査 

機能・性能検査 

系統構成、系統

隔離、可搬設備

の接続性 

実際に使用できる系統構成

になっていることを確認す

る。 

上記以外の所要

の機能要求事項 

目的とする機能・性能が発

揮できることを確認する。 

評価 

要求 

解析書のインプ

ット条件等の要

求事項 

評価条件を満足しているこ

とを確認する。 

内容に応じて、評価条

件を設置要求、機能要

求の検査を適用 

運用 運用要求 

手順確認 （保安規定） 

手順化されていることを確

認する。 

状態確認検査 

 
 
 

3.3.4 設計における変更 
設計を主管する箇所の長は、設計の変更が必要となった場合、各設計結果

のうち、影響を受けるものについて必要な設計を実施し、設計結果を必要に

応じ修正する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
3.6 設工認における調達管理の方法 

設工認で行う調達管理は、保安規定品質マネジメントシステム計画に基づ

き以下に示す管理を実施する。 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書
（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い設計の変更管理を実施していることから整合し
ている。 

 
 
 

 
 
 

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子
炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い調達管理を実施していることから整合してい

る。 
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(2) 原子力部門は、保安活動の重要度に応じて、調達物品等の供給者及び調

達物品等に適用される管理の方法及び程度を定める。この場合において、
一般産業用工業品については、調達物品等の供給者等から必要な情報を入
手し当該一般産業用工業品が調達物品等要求事項に適合していることを確

認できるように、管理の方法及び程度を定める。 
 
 

 
 
 

 
(3) 原子力部門は、調達物品等要求事項にしたがい、調達物品等を供給する

能力を根拠として調達物品等の供給者を評価し、選定する。 

(4) 原子力部門は、調達物品等の供給者の評価及び選定に係る判定基準を定
める。 

(5) 原子力部門は、(3)の評価の結果の記録及び当該評価の結果に基づき講

じた措置に係る記録を作成し、これを管理する。 
 
 

(6) 原子力部門は､調達物品等を調達する場合には、個別業務計画におい
て、適切な調達の実施に必要な事項（当該調達物品等の調達後におけるこ
れらの維持又は運用に必要な技術情報（原子炉施設の保安に係るものに限

る。）の取得及び当該情報を他の原子力事業者等と共有するために必要な
措置に関する事項を含む。）を定める｡ 

 

7.4.2 調達物品等要求事項 
(1) 原子力部門は、調達物品等に関する情報に、次に掲げる調達物品等要求

事項のうち、該当するものを含める。 

a. 調達物品等の供給者の業務のプロセス及び設備に係る要求事項 
b. 調達物品等の供給者の要員の力量に係る要求事項 
c. 調達物品等の供給者の品質マネジメントシステムに係る要求事項 

d. 調達物品等の不適合の報告及び処理に係る要求事項 
e. 調達物品等の供給者が健全な安全文化を育成し、及び維持するために
必要な要求事項 

f. 一般産業用工業品を機器等に使用するに当たっての評価に必要な要求
事項 

g. その他調達物品等に必要な要求事項 

(2) 原子力部門は、調達物品等要求事項として、原子力部門が調達物品等の
供給者の工場等において使用前事業者検査等その他の個別業務を行う際の
原子力規制委員会の職員による当該工場等への立入りに関することを含め

る。 
(3) 原子力部門は、調達物品等の供給者に対し調達物品等に関する情報を提

供するに当たり、あらかじめ、当該調達物品等要求事項の妥当性を確認す

る。 
(4) 原子力部門は、調達物品等を受領する場合には、調達物品等の供給者に

対し、調達物品等要求事項への適合状況を記録した文書を提出させる。 

 
 
 

 
 
 

 
 

3.6.3 調達製品の調達管理 
(2) 調達製品の管理 

調達を主管する箇所の長は、仕様書で要求した製品が確実に納品される
よう調達製品が納入されるまでの間、製品に応じた必要な管理を実施す
る。 

(1) 調達文書の作成 
調達を主管する箇所の長は、一般汎用品を原子炉施設に使用するに当た

って、当該一般汎用品に係る情報の入手に関する事項及び調達を主管する

箇所の長が供給先で検査を行う際に原子力規制委員会の職員が同行して工
場等の施設に立ち入る場合があることを供給者へ要求する。 

 

3.6.1 供給者の技術的評価 
調達を主管する箇所の長は、供給者が当社の要求事項に従って調達製品を

供給する技術的な能力を有することを判断の根拠として供給者の技術的評価

を実施する。 
 
 

 
 
3.6.2 供給者の選定 

調達を主管する箇所の長は、設工認に必要な調達を行う場合、原子力安全
に対する影響や供給者の実績等を考慮し、「3.2.1 設計及び工事のグレード
分けの適用」に示す重要度に応じてグレード分けを行い管理する。 

 
 
 

3.6.3 調達製品の調達管理 
業務の実施に際し、原子力安全に及ぼす影響に応じて、調達管理に係るグ

レード分けを適用する。 

 
(1) 調達文書の作成 

調達を主管する箇所の長は、業務の内容に応じ、保安規定品質マネジメ

ントシステム計画に示す調達要求事項を含めた調達文書（以下「仕様書」
という。）を作成し、供給者の業務実施状況を適切に管理する。（「(2) 調
達製品の管理」参照） 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い調達管理における一般汎用品の管理及び原子力
規制委員会の職員が供給先の工場等への施設への立

ち入りがあることを供給者へ要求していることから
整合している。 
 

 
設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い供給者の評価を実施していることから整合して
いる。 

 
 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書
（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子
炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に

従い供給者を選定していることから整合している。 
 
 

 
設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い調達仕様書を作成していることから整合してい
る。 
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7.4.3 調達物品等の検証 
(1) 原子力部門は、調達物品等が調達物品等要求事項に適合しているように

するために必要な検証の方法を定め、実施する。 

(2) 原子力部門は、調達物品等の供給者の工場等において調達物品等の検証
を実施することとしたときは、当該検証の実施要領及び調達物品等の供給
者からの出荷の可否の決定の方法について調達物品等要求事項の中で明確

に定める。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
7.5 個別業務の管理 

7.5.1 個別業務の管理 
原子力部門は、個別業務計画に基づき、個別業務を次に掲げる事項（当

該個別業務の内容等から該当しないと認められるものを除く。）に適合す

るように実施する。 
(1) 原子炉施設の保安のために必要な情報が利用できる体制にあること。 
(2) 手順書等が必要な時に利用できる体制にあること。 

(3) 当該個別業務に見合う設備を使用していること。 
(4) 監視測定のための設備が利用できる体制にあり、かつ、当該設備を使用

していること。 

(5) 8.2.3に基づき監視測定を実施していること。 
(6) 品質管理に関する事項に基づき、プロセスの次の段階に進むことの承認

を行っていること。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

(2) 調達製品の管理 
調達を主管する箇所の長は、仕様書で要求した製品が確実に納品される

よう調達製品が納入されるまでの間、製品に応じた必要な管理を実施す

る。 
(3) 調達製品の検証 

調達を主管する箇所の長又は検査を担当する箇所の長は、調達製品が調

達要求事項を満たしていることを確実にするために調達製品の検証を行
う。 

調達を主管する箇所の長は、供給先で検証を実施する場合、あらかじめ

仕様書で検証の要領及び調達製品のリリースの方法を明確にした上で、検
証を行う。 

 

3.6.4 請負会社他品質監査 
供給者に対する監査を主管する箇所の長は、供給者の品質保証活動及び健

全な安全文化を育成し維持するための活動が適切で、かつ、確実に行われて

いることを確認するために、請負会社他品質監査を実施する。 
 
 

3.4 工事に係る品質管理の方法 
工事を主管する箇所の長は、工事段階において、設工認に基づく設備の具

体的な設計（設計3）、その結果を反映した設備を導入するために必要な工事

を以下のとおり実施する。 
また、これらの活動を調達する場合は、「3.6 設工認における調達管理の

方法」を適用して実施する。 

 
3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施 

工事を主管する箇所の長は、設工認に基づく設備を設置するための工事

を、「工事の方法」に記載された工事の手順並びに「3.6 設工認における調
達管理の方法」に従い実施する。 

 

3.5 使用前事業者検査の方法 
使用前事業者検査は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載さ

れた仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合しているこ

とを確認するため、保安規定に基づく使用前事業者検査を計画し、工事実施
箇所からの独立性を確保した検査体制のもと、実施する。 

 

3.5.1 使用前事業者検査での確認事項 
使用前事業者検査は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載さ

れた仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合しているこ

とを確認するために以下の項目について検査を実施する。 
①実設備の仕様の適合性確認 
②実施した工事が、「3.4.1 設工認に基づく具体的な設備の設計の実施

（設計3）」及び「3.4.2 具体的な設備の設計に基づく工事の実施」に記
載したプロセス並びに「工事の方法」のとおり行われていること。 

これらの項目のうち、①を第3.5-1表に示す検査として、②を品質マネジ

メントシステムに係る検査（以下「QA検査」という。）として実施する。 
②については、工事全般に対して実施するものであるが、工事実施箇所が

「3.5.4 主要な耐圧部の溶接部に係る使用前事業者検査の管理」を実施する

場合は、工事実施箇所が実施する溶接に関するプロセス管理が適切に行われ
ていることの確認をQA検査に追加する。 

また、QA検査では上記②に加え、上記①のうち工事実施箇所が実施する検

査の、記録の信頼性確認を行い、設工認に基づく検査の信頼性を確保する。 
 

 
 

 
設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書

（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い、その他の活動を含む調達製品の検証を実施し
ていることから整合している。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書
（本文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子

炉施設保安規定の品質マネジメントシステム計画に
従い、工事の実施、使用前事業者検査の計画の策定
を業務の管理として実施していることから整合して

いる。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 



発電用原子炉の設置の許可との整合性 

- T2-添1-2-16 - 

設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
3.5.2 使用前事業者検査の計画 

検査を担当する箇所の長は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に
記載された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合して
いることを確認するため、使用前事業者検査を計画する。 

使用前事業者検査は、「工事の方法」に記載された使用前事業者検査の項
目及び方法並びに第3.5-1表に定める要求種別ごとに確認項目、確認視点及
び主な検査項目を基に計画を策定する。 

適合性確認対象設備のうち、技術基準規則上の措置（運用）に必要な設備
についても、使用前事業者検査を計画する。 

個々に実施する使用前事業者検査に加えてプラント運転に影響を及ぼして

いないことを総合的に確認するため、定格熱出力一定運転時の主要パラメー
タを確認することによる使用前事業者検査（負荷検査）の計画を必要に応じ
て策定する。 

また、使用前事業者検査の実施に先立ち、設計結果に関する具体的な検査
概要及び判定基準を使用前事業者検査の方法として明確にする。 

 

3.5.3 検査計画の管理 
検査に係るプロセスの取りまとめを主管する箇所の長は、使用前事業者検

査を適切な段階で実施するため、関係箇所と調整のうえ検査計画を作成す

る。 
使用前事業者検査の実施時期及び使用前事業者検査が確実に行われること

を適切に管理する。 

 
3.5.4 主要な耐圧部の溶接部に係る使用前事業者検査の管理 

主要な耐圧部の溶接部に係る検査を担当する箇所の長は、溶接が特殊工程

であることを踏まえ、工程管理等の計画を策定し、溶接施工工場におけるプ
ロセスの適切性の確認及び監視を行う。 

また、溶接継手に対する要求事項は、溶接部詳細一覧表（溶接方法、溶接

材料、溶接施工法、熱処理条件、検査項目等）により管理し、これに係る関
連図書を含め、業務の実施に当たって必要な図書を溶接施工工場に提出さ
せ、それを審査、承認し、必要な管理を実施する。 

 
3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は、検査要領書の作成、体制の確立を行い実施する。 

(1) 使用前事業者検査の独立性確保 
使用前事業者検査は、組織的独立を確保して実施する。 

(2) 使用前事業者検査の体制 

使用前事業者検査の体制は、検査要領書で明確にする。 
(3) 使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は、適合性確認対象設備が、認可された設工認

に記載された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合
していることを確認するため「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決定し
た確認方法を基に、使用前事業者検査を実施するための検査要領書を作成

し、検査実施責任者が制定する。 
実施する検査が代替検査となる場合は、代替による使用前事業者検査の

方法を決定する。 

(4) 使用前事業者検査の実施 
検査実施責任者は、検査を担当する箇所の長の依頼を受け、検査要領書

に基づき、確立された検査体制のもとで、使用前事業者検査を実施する。 
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7.5.2 個別業務の実施に係るプロセスの妥当性確認 

(1) 原子力部門は、個別業務の実施に係るプロセスについて、それ以降の監
視測定では当該プロセスの結果を検証することができない場合（個別業務

が実施された後にのみ不適合その他の事象が明確になる場合を含む。）に
おいては、妥当性確認を行う。 

(2) 原子力部門は、(1)のプロセスが個別業務計画に定めた結果を得ること

ができることを、(1)の妥当性確認によって実証する。 
(3) 原子力部門は、妥当性確認を行った場合は、その結果の記録を作成し、

これを管理する。 

(4) 原子力部門は、(1)の妥当性確認の対象とされたプロセスについて、次
に掲げる事項（当該プロセスの内容等から該当しないと認められるものを
除く。）を明確にする。 

a. 当該プロセスの審査及び承認のための判定基準 
b. 妥当性確認に用いる設備の承認及び要員の力量を確認する方法 
c. 妥当性確認の方法 

 
7.5.3 識別管理及びトレーサビリティの確保 

(1) 原子力部門は、個別業務計画及び個別業務の実施に係るすべてのプロセ

スにおいて、適切な手段により、機器等及び個別業務の状態を識別し、管
理する。 

(2) 原子力部門は、トレーサビリティ（機器等の使用又は個別業務の実施に

係る履歴、適用又は所在を追跡できる状態をいう。）の確保が個別業務等
要求事項である場合においては、機器等又は個別業務を識別し、これを記
録するとともに、当該記録を管理する。 

 
7.5.4 組織の外部の者の物品 

原子力部門は、原子力部門の外部の者の物品を所持している場合において

は、必要に応じ、記録を作成し、これを管理する。 
 
7.5.5 調達物品の管理 

(1) 原子力部門は、調達した物品が使用されるまでの間、当該物品を調達物
品等要求事項に適合するように管理（識別表示、取扱い、包装、保管及び
保護を含む。）する。 

 
 

7.6 監視測定のための設備の管理 

(1) 原子力部門は、機器等又は個別業務の個別業務等要求事項への適合性の
実証に必要な監視測定及び当該監視測定のための設備を明確に定める。 

(2) 原子力部門は、(1)の監視測定について、実施可能であり、かつ、当該

監視測定に係る要求事項と整合性のとれた方法で実施する。 
(3) 原子力部門は、監視測定の結果の妥当性を確保するために、監視測定の

ために必要な設備を、次に掲げる事項に適合するものとする。 

a. あらかじめ定められた間隔で、又は使用の前に、計量の標準まで追跡
することが可能な方法（当該計量の標準が存在しない場合にあっては、

 
第3.5-1表 要求事項に対する確認項目及び確認の視点 

要求種別 確認項目 確認視点 主な検査項目 

設備 
設計 

要求 

設置 

要求 

名 称 、 取 付 箇

所、個数、設置

状態、保管状態 

設計要求どおりの名称、取

付箇所、個数で設置されて

いることを確認する。 

据付検査 

状態確認検査 

外観検査 

機能 

要求 

材料、寸法、耐

圧・漏えい等の

構造、強度に係

る 仕 様 （ 要 目

表） 

要目表の記載どおりである

ことを確認する。 

材料検査 

寸法検査 

建物・構築物構造検査 

外観検査 

据付検査 

状態確認検査 

耐圧検査 

漏えい検査 

特性検査 

機能・性能検査 

系統構成、系統

隔離、可搬設備

の接続性 

実際に使用できる系統構成

になっていることを確認す

る。 

上記以外の所要

の機能要求事項 

目的とする機能・性能が発

揮できることを確認する。 

評価 

要求 

解析書のインプ

ット条件等の要

求事項 

評価条件を満足しているこ

とを確認する。 

内容に応じて、評価条

件を設置要求、機能要

求の検査を適用 

運用 運用要求 

手順確認 （保安規定） 

手順化されていることを確

認する。 

状態確認検査 

 
 
 
 

3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ 
(2) 機器、弁及び配管等の管理 

工事を主管する箇所の長は、機器、弁及び配管等について、保安規定品

質マネジメントシステム計画に従った管理を実施する。 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
3.7.2 識別管理及びトレーサビリティ 

(1) 計量器の管理 

設計又は工事を主管する箇所の長並びに検査を担当する箇所の長は、保
安規定品質マネジメントシステム計画に従い、設計及び工事、検査で使用
する計量器について、校正・検証及び識別等の管理を実施する。 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書（本

文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子炉施設
保安規定の品質マネジメントシステム計画に従い識別
管理を実施していることから整合している。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書（本
文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子炉施設
保安規定の品質マネジメントシステム計画に従い監視

測定のための設備の管理を実施していることから整合
している。 
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校正又は検証の根拠について記録する方法）により校正又は検証がなさ
れていること。 

b. 校正の状態が明確になるよう、識別されていること。 
c. 所要の調整がなされていること。 
d. 監視測定の結果を無効とする操作から保護されていること。 

e. 取扱い、維持及び保管の間、損傷及び劣化から保護されていること。 
(4) 原子力部門は、監視測定のための設備に係る要求事項への不適合が判明

した場合においては、従前の監視測定の結果の妥当性を評価し、これを記

録する。 
(5) 原子力部門は、(4)の場合において、当該監視測定のための設備及び(4)

の不適合により影響を受けた機器等又は個別業務について、適切な措置を

講じる。 
(6) 原子力部門は、監視測定のための設備の校正及び検証の結果の記録を作

成し、これを管理する。 

(7) 原子力部門は、監視測定においてソフトウェアを使用することとしたと
きは、その初回の使用に当たり、あらかじめ、当該ソフトウェアが意図し
たとおりに当該監視測定に適用されていることを確認する。 

 
8. 評価及び改善 
8.1 監視測定、分析、評価及び改善 

(1) 原子力部門は、監視測定、分析、評価及び改善に係るプロセスを計画
し、実施する。 

(2) 原子力部門は、要員が(1)の監視測定の結果を利用できるようにする。 

 
8.2 監視及び測定 
8.2.1 組織の外部の者の意見 

(1) 原子力部門は、監視測定の一環として、原子力の安全の確保に対する原
子力部門の外部の者の意見を把握する。 

(2) 原子力部門は、(1)の意見の把握及び当該意見の反映に係る方法を明確

に定める。 
 
8.2.2 内部監査 

(1) 原子力部門は、品質マネジメントシステムについて、次に掲げる要件へ
の適合性を確認するために、保安活動の重要度に応じて、あらかじめ定め
られた間隔で、客観的な評価を行う各組織その他の体制により内部監査を

実施する。 
a. 品質管理に関する事項に基づく品質マネジメントシステムに係る要求
事項 

b. 実効性のある実施及び実効性の維持 
(2) 原子力部門は、内部監査の判定基準、監査範囲、頻度、方法及び責任を

定める。 

(3) 原子力部門は、内部監査の対象となり得る各組織、個別業務、プロセス
その他の領域（以下「領域」という。）の状態及び重要性並びに従前の監
査の結果を考慮して内部監査の対象を選定し、かつ、内部監査の実施に関

する計画（以下「内部監査実施計画」という。）を策定し、及び実施する
ことにより、内部監査の実効性を維持する。 

(4) 原子力部門は、内部監査を行う要員（以下「内部監査員」という。）の

選定及び内部監査の実施においては、客観性及び公平性を確保する。 
(5) 原子力部門は、内部監査員又は管理者に自らの個別業務又は管理下にあ

る個別業務に関する内部監査をさせない。 

(6) 原子力部門は、内部監査実施計画の策定及び実施並びに内部監査結果の
報告並びに記録の作成及び管理について、その責任及び権限並びに内部監
査に係る要求事項を、手順書等に定める。 

(7) 原子力部門は、内部監査の対象として選定された領域に責任を有する管
理者に内部監査結果を通知する。 
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(8) 原子力部門は、不適合が発見された場合には、(7)の通知を受けた管理

者に、不適合を除去するための措置及び是正処置を遅滞なく講じさせると

ともに、当該措置の検証を行わせ、その結果を報告させる。 
 
8.2.3 プロセスの監視測定 

(1) 原子力部門は、プロセスの監視測定を行う場合においては、当該プロセ
スの監視測定に見合う方法によりこれを行う。 

(2) 原子力部門は、(1)の監視測定の実施に当たり、保安活動の重要度に応

じて、保安活動指標を用いる。 
(3) 原子力部門は、(1)の方法により、プロセスが5.4.2(1)及び7.1(1)の計

画に定めた結果を得ることができることを実証する。 

(4) 原子力部門は、(1)の監視測定の結果に基づき、保安活動の改善のため
に、必要な措置を講じる。 

(5) 原子力部門は、5.4.2(1)及び7.1(1)の計画に定めた結果を得ることがで

きない場合又は当該結果を得ることができないおそれがある場合において
は、個別業務等要求事項への適合性を確保するために、当該プロセスの問
題を特定し、当該問題に対して適切な措置を講じる。 

 
8.2.4 機器等の検査等 

(1) 原子力部門は、機器等に係る要求事項への適合性を検証するために、個

別業務計画にしたがって、個別業務の実施に係るプロセスの適切な段階に
おいて、使用前事業者検査等又は自主検査等を実施する。 

(2) 原子力部門は、使用前事業者検査等又は自主検査等の結果に係る記録を

作成し、これを管理する。 
(3) 原子力部門は、プロセスの次の段階に進むことの承認を行った要員を特

定することができる記録を作成し、これを管理する。 

(4) 原子力部門は、個別業務計画に基づく使用前事業者検査等又は自主検査
等を支障なく完了するまでは、プロセスの次の段階に進むことの承認をし
ない。ただし、当該承認の権限を持つ要員が、個別業務計画に定める手順

により特に承認をする場合は、この限りでない。 
(5) 原子力部門は、保安活動の重要度に応じて、使用前事業者検査等の独立

性（使用前事業者検査等を実施する要員をその対象となる機器等を所管す

る各組織に属する要員と組織を異にする要員とすることその他の方法によ
り、使用前事業者検査等の中立性及び信頼性が損なわれないことをい
う。）を確保する。 

(6) 原子力部門は、保安活動の重要度に応じて、自主検査等の独立性（自主
検査等を実施する要員をその対象となる機器等を所管する各組織に属する
要員と必要に応じて組織を異にする要員とすることその他の方法により、

自主検査等の中立性及び信頼性が損なわれないことをいう。）を確保す
る。 

 

 
 
 

 
8.3 不適合の管理 

(1) 原子力部門は、個別業務等要求事項に適合しない機器等が使用され、又

は個別業務が実施されることがないよう、当該機器等又は個別業務を特定
し、これを管理する。 

(2) 原子力部門は、不適合の処理に係る管理並びにそれに関連する責任及び

権限を手順書等に定める。 
(3) 原子力部門は、次に掲げる方法のいずれかにより、不適合を処理する。 

a. 発見された不適合を除去するための措置を講ずること。 

b. 不適合について、あらかじめ定められた手順により原子力の安全に及
ぼす影響について評価し、機器等の使用又は個別業務の実施についての

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
3.5.5 使用前事業者検査の実施 

使用前事業者検査は、検査要領書の作成、体制の確立を行い実施する。 

(1) 使用前事業者検査の独立性確保 
使用前事業者検査の独立性は、設備の重要度、検査の内容に応じて組織

的独立を確保して実施する。 

(2) 使用前事業者検査の体制 
使用前事業者検査の体制は、検査要領書で明確にする。 

(3) 使用前事業者検査の検査要領書の作成 

検査を担当する箇所の長は、適合性確認対象設備が、認可された設工認
に記載された仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合
していることを確認するため「3.5.2 使用前事業者検査の計画」で決定し

た確認方法を基に、使用前事業者検査を実施するための検査要領書を作成
し、検査実施責任者が制定する。 

実施する検査が代替検査となる場合は、代替による使用前事業者検査の

方法を決定する。 
(4) 使用前事業者検査の実施 

検査実施責任者は、検査を担当する箇所の長の依頼を受け、検査要領書

に基づき、確立された検査体制のもとで、使用前事業者検査を実施する。 
 
3.5 使用前事業者検査の方法 

使用前事業者検査は、適合性確認対象設備が、認可された設工認に記載さ
れた仕様及びプロセスのとおりであること、技術基準規則に適合しているこ
とを確認するため、保安規定に基づく使用前事業者検査を計画し、工事実施

箇所からの独立性を確保した検査体制のもと、実施する。 
 
 

 
3.8 不適合管理 

設工認に基づく設計、工事及び検査において発生した不適合については、

保安規定品質マネジメントシステム計画に基づき処置を行う。 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書（本

文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子炉施設
保安規定の品質マネジメントシステム計画に従い使用
前事業者検査を実施していることから整合している。 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

設計及び工事の計画では、設置変更許可申請書（本

文十一号）に基づき定めている高浜発電所原子炉施設
保安規定の品質マネジメントシステム計画に従い不適
合管理を実施していることから整合している。 
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承認を行うこと（以下「特別採用」という。）。 

c. 機器等の使用又は個別業務の実施ができないようにするための措置を

講ずること。 
d. 機器等の使用又は個別業務の実施後に発見した不適合については、そ
の不適合による影響又は起こり得る影響に応じて適切な措置を講ずるこ

と。 
(4) 原子力部門は、不適合の内容の記録及び当該不適合に対して講じた措置

（特別採用を含む。）に係る記録を作成し、これを管理する。 

(5) 原子力部門は、(3)a.の措置を講じた場合においては、個別業務等要求
事項への適合性を実証するための検証を行う。 

 

8.4 データの分析及び評価 
(1) 原子力部門は、品質マネジメントシステムが実効性のあるものであるこ

とを実証するため、及び当該品質マネジメントシステムの実効性の改善の

必要性を評価するために、適切なデータ(監視測定の結果から得られたデ
ータ及びそれ以外の関連情報源からのデータを含む。)を明確にし、収集
し、及び分析する。 

(2) 原子力部門は、(1)のデータの分析及びこれに基づく評価を行い、次に
掲げる事項に係る情報を得る。 
a. 原子力部門の外部の者からの意見の傾向及び特徴その他分析により得

られる知見 
b. 個別業務等要求事項への適合性 
c. 機器等及びプロセスの特性及び傾向（是正処置を行う端緒となるもの

を含む。） 
d. 調達物品等の供給者の供給能力 
 

8.5 改善 
8.5.1 継続的な改善 

原子力部門は、品質マネジメントシステムの継続的な改善を行うために、

品質方針及び品質目標の設定、マネジメントレビュー及び内部監査の結果の
活用、データの分析並びに是正処置及び未然防止処置の評価を通じて改善が
必要な事項を明確にするとともに、当該改善の実施その他の措置を講じる。 

 
8.5.2 是正処置等 

(1) 原子力部門は、個々の不適合その他の事象が原子力の安全に及ぼす影響

に応じて、次に掲げるところにより、速やかに適切な是正処置を講じる。 
a. 是正処置を講ずる必要性について次に掲げる手順により評価を行う。 

(a) 不適合その他の事象の分析及び当該不適合の原因の明確化 

(b) 類似の不適合その他の事象の有無又は当該類似の不適合その他の
事象が発生する可能性の明確化 

b. 必要な是正処置を明確にし、実施する。 

c. 講じたすべての是正処置の実効性の評価を行う。 
d. 必要に応じ、計画において決定した保安活動の改善のために講じた措
置を変更する。 

e. 必要に応じ、品質マネジメントシステムを変更する。 

f. 原子力の安全に及ぼす影響の程度が大きい不適合に関して、根本的な

原因を究明するために行う分析の手順を確立し、実施する。 

g. 講じたすべての是正処置及びその結果の記録を作成し、これを管理す

る。 

(2) 原子力部門は、(1)に掲げる事項について、手順書等に定める。 

(3) 原子力部門は、手順書等に基づき、複数の不適合その他の事象に係る情

報から類似する事象に係る情報を抽出し、その分析を行い、当該類似の事
象に共通する原因を明確にした上で、適切な措置を講じる。 



発電用原子炉の設置の許可との整合性 

- T2-添1-2-21/E - 

設置許可申請書（本文（十一号）） 設計及び工事の計画 該当事項 整合性 備 考 
 

8.5.3 未然防止処置 

(1) 原子力部門は、原子力施設その他の施設の運転経験等の知見を収集し、

自らの組織で起こり得る不適合の重要性に応じて、次に掲げるところによ

り、適切な未然防止処置を講じる。 

a. 起こり得る不適合及びその原因について調査する。 

b. 未然防止処置を講ずる必要性について評価する。 

c. 必要な未然防止処置を明確にし、実施する。 

d. 講じたすべての未然防止処置の実効性の評価を行う。 

e. 講じたすべての未然防止処置及びその結果の記録を作成し、これを管

理する。 

(2) 原子力部門は、(1)に掲げる事項について、手順書等に定める。 

 

 

   

 



 

 

 

 

 

 

 

 

資料１３ 耐震性に関する説明書 
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資料１３－１７－４－１６ 格納容器圧力の耐震計算書 

資料１３－１７－４－１７ 格納容器広域圧力の耐震計算書 

資料１３－１７－４－１８ 格納容器内温度の耐震計算書 

資料１３－１７－４－１９ 蒸気発生器広域水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２０ 蒸気発生器狭域水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２１ 主蒸気ライン圧力の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２２ 内部スプレ流量積算の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２３ 格納容器サンプＢ広域水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２４ 格納容器サンプＢ狭域水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２５ 原子炉格納容器水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２６ 原子炉下部キャビティ水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２７ 燃料取替用水タンク水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２８ 復水タンク水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－２９ ほう酸タンク水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３０ １次系冷却水タンク水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３１ 原子炉水位の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３２ 蒸気発生器補助給水流量の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３３ 中央制御設備の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３３－１ 運転コンソールの耐震計算書 

資料１３－１７－４－３３－２ 安全系ＶＤＵプロセッサ盤の耐震計算書 
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資料１３－１７－４－３３－３ 安全系マルチプレクサ盤の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３４ 安全パラメータ表示システム（ＳＰＤＳ）の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３４－１ ＳＡ監視操作盤の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３４－２ ＳＡ入出力盤の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３５ 原子炉下部キャビティ注水ポンプ出口流量積算の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３６ 炉外核計装盤の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３７ 安全保護装置の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３７－１ 原子炉保護系計器ラックの耐震計算書 

資料１３－１７－４－３７－２ 原子炉保護系リレーラックの耐震計算書 

資料１３－１７－４－３７－３ 安全防護系シーケンス盤の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３７－４ 安全防護系シーケンス盤現場入出力盤の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３８ 原子炉トリップしゃ断器の耐震計算書 

資料１３－１７－４－３９ 格納容器雰囲気ガスサンプリング冷却器の耐震計算書 

資料１３－１７－４－４０ 格納容器雰囲気ガスサンプリング湿分分離器の耐震計算書 

資料１３－１７－４－４１ 計器用補助空気そうの耐震計算書 

資料１３－１７－５ 放射性廃棄物の廃棄施設の耐震計算書 

資料１３－１７－５－１ 放射性廃棄物の廃棄施設の耐震計算結果 

資料１３－１７－６ 放射線管理施設の耐震計算書 

資料１３－１７－６－１ 放射線管理施設の耐震計算結果 

資料１３－１７－６－２ 格納容器内高レンジエリアモニタ（高レンジ）の耐震計算書 

資料１３－１７－６－３ 格納容器内高レンジエリアモニタ（低レンジ）の耐震計算書 

資料１３－１７－６－４ 放射線監視盤の耐震計算書 

資料１３－１７－７ 原子炉格納施設の耐震計算書 

資料１３－１７－７－１ 原子炉格納施設の耐震計算結果 

資料１３－１７－７－２ 原子炉格納施設の地震応答解析 

資料１３－１７－７－３ 原子炉格納施設の基礎の耐震計算書 

別紙 鉄筋コンクリート構造物の重大事故等時の高温による影響（原子炉格納施設の基礎） 

資料１３－１７－７－４ 原子炉格納容器の耐震計算書 

資料１３－１７－７－４－１ 原子炉格納容器本体の耐震計算書 

資料１３－１７－７－４－２ 原子炉格納容器貫通部の耐震計算書 

資料１３－１７－７－５ 外部しゃへい建屋の耐震計算書 

別紙１ 外部しゃへい建屋アニュラス部の気密性に関する計算書 

別紙２ 個々の構成要素の健全性検討 

資料１３－１７－７－６ 原子炉格納施設の熱応力解析 
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資料１３－１７－７－７ 内部スプレクーラの耐震計算書 

資料１３－１７－７－８ 内部スプレポンプの耐震計算書 

資料１３－１７－７－９ 格納容器循環冷暖房ユニットの耐震計算書 

資料１３－１７－７－１０ 静的触媒式水素再結合装置の耐震計算書 

資料１３－１７－７－１１ 原子炉格納容器水素燃焼装置の耐震計算書 

資料１３－１７－７－１２ アニュラス循環排気ファンの耐震計算書 

資料１３－１７－７－１３ アニュラス循環排気フィルタユニットの耐震計算書 

資料１３－１７－７－１４ 補助建屋よう素除去排気ファンの耐震計算書 

資料１３－１７－８ 非常用電源設備の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１ 非常用電源設備の耐震計算結果 

資料１３－１７－８－２ ディーゼル発電設備の耐震計算書 

資料１３－１７－８－３ 燃料油移送ポンプの耐震計算書 

資料１３－１７－８－４ 燃料油貯油そうの耐震計算書 

資料１３－１７－８－５ 空冷式非常用発電装置の耐震計算書 

資料１３－１７－８－５－１ 空冷式非常用発電装置（ディーゼル機関）の耐震計算書 

資料１３－１７－８－５－２ 空冷式非常用発電装置（燃料油サービスタンク）の耐震計

算書 

資料１３－１７－８－５－３ 空冷式非常用発電装置（発電機）の耐震計算書 

資料１３－１７－８－５－４ 空冷式非常用発電装置（制御盤）の耐震計算書 

資料１３－１７－８－６ 蓄電池の耐震計算書 

資料１３－１７－８－７ 代替所内電気設備変圧器の耐震計算書 

資料１３－１７－８－８ 代替所内電気設備分電盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－８－１ 代替所内電気設備分電盤－１の耐震計算書 

資料１３－１７－８－８－２ 代替所内電気設備分電盤－２の耐震計算書 

資料１３－１７－８－８－３ 代替所内電気設備分電盤－３の耐震計算書 

資料１３－１７－８－９ ＳＡ監視計器用電源の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１０ ＳＡ監視計器用電源用電源切替盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１１ 空冷式非常用発電装置用給油ポンプの耐震計算書 

資料１３－１７－８－１２ ディーゼル発電機制御盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１３ メタルクラッド開閉装置（非常用）の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１４ パワーセンタ（非常用）の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１５ コントロールセンタ（非常用）の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１６ 動力変圧器（非常用）の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１７ 可搬式代替電源用接続盤の耐震計算書 
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資料１３－１７－８－１８ 計器用電源用代替所内電気設備切替盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１８－１ Ａ・Ｃ計器用電源用代替所内電気設備切替盤の耐震計算

書 

資料１３－１７－８－１８－２ Ｂ・Ｄ計器用電源用代替所内電気設備切替盤の耐震計算

書 

資料１３－１７－８－１９ アニュラス循環排気ファン現場操作盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１９－１ Ａアニュラス循環排気ファン現場操作盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－１９－２ Ｂアニュラス循環排気ファン現場操作盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２０ 電動弁現場操作盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２０－１ Ａ電動弁現場操作盤－１の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２０－２ Ａ電動弁現場操作盤－２の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２０－３ Ａ電動弁現場操作盤－３の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２０－４ Ｂ電動弁現場操作盤－１の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２０－５ Ｂ電動弁現場操作盤－２の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２１ 可搬式整流器用分電盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２２ 空冷式非常用発電装置中継・接続盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２３ 号機間融通用高圧ケーブル接続盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２４ 号機間融通用高圧ケーブルコネクタ盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２５ 代替所内電気設備高圧ケーブル分岐盤の耐震計算書 

資料１３－１７－８－２６ 計器用電源の耐震計算書 

資料１３－１７－９ 浸水防護施設の耐震計算書 

資料１３－１７－９－１ 浸水防護施設の耐震計算結果 

資料１３－１７－９－２ 海水ポンプ室浸水防止蓋の耐震計算書 

資料１３－１７－９－２－１ 浸水防止蓋（マンホール）の耐震計算書 

資料１３－１７－９－２－２ 浸水防止蓋（機器搬入用蓋）の耐震計算書 

資料１３－１７－９－２－３ 浸水防止蓋（電気防食電極ボックス用蓋）の耐震計算書 

資料１３－１７－９－３ 循環水ポンプ室浸水防止蓋の耐震計算書 

資料１３－１７－９－４ 水密扉の耐震計算書 

資料１３－１７－９－４－１ 水密扉の耐震計算書 

資料１３－１７－９－４－２ 水密扉（浸水防護重点化範囲境界壁）の耐震計算書 

資料１３－１７－９－５ 内郭浸水防護堰の耐震計算書 

資料１３－１７－９－６ 主蒸気配管・主給水配管区画の耐震計算書 

資料１３－１７－９－６－１ 主蒸気配管・主給水配管区画壁の耐震計算書 

資料１３－１７－９－６－２ 主蒸気配管・主給水配管区画水密扉の耐震計算書 
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資料１３－１７－９－６－３ 主蒸気配管・主給水配管区画床の耐震計算書 

資料１３－１７－１０ 補機駆動用燃料設備の耐震計算書 

資料１３－１７－１０－１ 補機駆動用燃料設備の耐震計算結果 

資料１３－１７－１１ 非常用取水設備の耐震計算書 

資料１３－１７－１１－１ 非常用取水設備の耐震計算結果 

資料１３－１７－１１－２ 海水ポンプ室の地震応答解析 

資料１３－１７－１１－３ 海水ポンプ室の耐震計算書 

資料１３－１７－１２ 緊急時対策所の耐震計算書 

資料１３－１７－１２－１ 緊急時対策所の耐震計算結果 

 

資料１３－１８ 波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書 

資料１３－１８－１ 波及的影響を及ぼすおそれのある下位クラス施設の耐震評価方針 

資料１３－１８－２ 波及的影響を及ぼすおそれのある施設の耐震計算書 

資料１３－１８－２－１ タービン建屋の耐震計算書 

資料１３－１８－２－２ 燃料取扱建屋の耐震計算書 

資料１３－１８－２－３ 格納容器ポーラクレーンの耐震計算書 

資料１３－１８－２－４ 使用済燃料ピットクレーンの耐震計算書 

資料１３－１８－２－５ 海水ポンプ室竜巻飛来物防護対策設備の耐震計算書 

資料１３－１８－２－６ 復水タンク竜巻飛来物防護対策設備の耐震計算書 

資料１３－１８－２－７ 主蒸気管ヘッダ室竜巻飛来物防護対策設備の耐震計算書 

資料１３－１８－２－８ 補助建屋竜巻飛来物防護対策設備の耐震計算書 

資料１３－１８－２－９ 使用済燃料ピット竜巻飛来物防護対策設備の耐震計算書 

資料１３－１８－２－１０ 耐火隔壁の耐震計算書 

資料１３－１８－２－１１ 移動式クレーンの波及的影響に係る計算書 

資料１３－１８－２－１２ 循環水ポンプの耐震計算書 

資料１３－１８－２－１３ １次系純水タンクの耐震計算書 

資料１３－１８－２－１４ 冷却材ポンプモータの耐震計算書 

 

資料１３－１９ 水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果 

 

資料１３－２０ 地震時の燃料被覆管の放射性物質の閉じ込め機能に係る耐震計算書 

 

別添１ 火災防護設備の耐震性に関する説明書 

別添１－１ 火災防護設備の耐震計算の方針 
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別添１－２ 火災感知設備の耐震計算書 

別添１－２－１ 火災感知器の耐震計算書 

別添１－３ 消火設備の耐震計算書 

別添１－３－１ 全域ハロン消火設備（共用分配型）ボンベ設備の耐震計算書 

別添１－３－２ 全域ハロン消火設備（共用分配型）選択弁の耐震計算書 

別添１－３－３ 全域ハロン消火設備（共用分配型）制御盤の耐震計算書 

別添１－３－４ 全域ハロン消火設備（パッケージ型）消火ユニット、局所ハロン消火設

備消火ユニット、二酸化炭素消火設備（海水ポンプ）消火ユニット、ケ

ーブルトレイ消火設備消火ユニットの耐震計算書 

別添１－３－５ 二酸化炭素消火設備（ディーゼル発電機室）ボンベ設備の耐震計算書 

別添１－３－６ 二酸化炭素消火設備（ディーゼル発電機室）選択弁の耐震計算書 

別添１－３－７ 二酸化炭素消火設備（ディーゼル発電機室）制御盤の耐震計算書 

別添１－３－８ スプリンクラー制御盤の耐震計算書 

別添１－３－９ スプリンクラー予作動弁の耐震計算書 

別添１－３－１０ スプリンクラースプリンクラーヘッドの耐震計算書 

別添１－３－１１ 消火設備配管の耐震計算書 

別添１－４ 火災防護設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評価結果 

別添２ 津波影響軽減施設の耐震性に関する説明書 

別添３ 溢水防護に係る施設の耐震性に関する説明書 

別添３－１ 溢水防護に係る施設の耐震計算の方針 

別添３－２ 溢水源としない耐震Ｂ，Ｃクラスの機器の耐震計算書 

別添３－３ 水密区画壁の耐震計算書 

別添３－４ 貫通部止水処置の耐震計算書 

別添３－５ 防護カバーの耐震計算書 

別添３－６ ドレンライン逆止弁の耐震計算書 

別添３－７ 溢水防護に係る施設の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する影響評

価結果 

別添４ 可搬型重大事故等対処設備の耐震性に関する説明書 

別添４－１ 可搬型重大事故等対処設備の耐震計算の方針 

別添４－２ 可搬型重大事故等対処設備の保管エリア等における入力地震動 

別添４－３ 可搬型重大事故等対処設備のうち車両型設備の耐震計算書 

別添４－４ 可搬型重大事故等対処設備のうちボンベ設備の耐震計算書 

別添４－５ 可搬型重大事故等対処設備のうちその他設備の耐震計算書 

別添４－６ 可搬型重大事故等対処設備の水平２方向及び鉛直方向地震力の組合せに関する

影響評価結果 
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別紙 計算機プログラム（解析コード）の概要 

 

(注) 資料１３－４「重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本方針」、資料１３－１

７「申請設備の耐震計算書」、資料１３－１７－２「核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の

耐震計算書」及び資料１３－１７－２－１「核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の耐震計算

結果」以外は、平成28年6月10日付け原規規発第1606105号､平成30年1月31日付け原規規発第

18013114号､平成30年8月6日付け原規規発第1808064号､平成30年11月26日付け原規規発第

1811266号､平成31年3月27日付け原規規発第1903272号及び令和元年8月19日付け原規規発第

1908192号にて認可された工事計画書の記載に変更はない｡ 

  なお、資料１３－１７－２－９「使用済燃料ピット用中性子吸収棒集合体の耐震計算書」は

削除する。 



 

 

 

 

 

 

 

 

資料１３－４ 重要度分類及び重大事故等対処施設の施設区分の基本方針 
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4. 重大事故等対処施設の設備の分類  ·····································  T2-添13-4-5 
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5. 重大事故等対処施設の設備分類の取合点  ·······························  T2-添13-4-6 

 

(注) 4.2「重大事故等対処施設の区分」以外は、平成 28 年 6 月 10 日付け原規規発第 1606105 号

にて認可された工事計画書の記載に変更はない｡ 
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4.2 重大事故等対処施設の区分 

4.2.1 区分の概要 

当該施設に課せられる機能は、その機能に関連するもののほか、支持構造物等の

間接的な施設を含めた健全性が保たれて初めて維持し得るものであることを考慮し、

これらを設備、直接支持構造物、間接支持構造物及び波及的影響を考慮すべき施設

に区分する。 

 

4.2.2 各区分の定義 

各区分ごとの設備とは次のものをいう。 

(1) 設備とは、重大事故等時に対処するために必要な機能を有する設備で、重大事故

等時に当該機能に直接的に関連する設備及び間接的に関連する設備をいう。 

(2) 直接支持構造物とは、設備に直接取り付けられる支持構造物、若しくはこれらの

設備の荷重を直接的に受ける支持構造物をいう。 

(3) 間接支持構造物とは、直接支持構造物から伝達される荷重を受ける構造物（建

物・構築物・車両）をいう。 

(4) 波及的影響を考慮すべき施設とは、下位クラス施設の破損等によって上位クラス

施設に波及的影響を及ぼすおそれのある施設をいう。波及的影響を考慮すべき施

設の検討については、資料13-5「波及的影響に係る基本方針」に示す。 

 

4.2.3 間接支持機能及び波及的影響 

設備の直接支持構造物については設備と同一の設備分類とするが、間接支持構造

物の支持機能及び設備相互間の影響については、それぞれ関連する設備の耐震設計

に適用される地震動に対して安全上支障ないことを確認するものとする。 

 

重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設を第4-1表に、重大事故等対処施設

の申請設備の設備分類を第4-2表に示す。同表には、当該施設を支持する構造物の支

持機能が維持されることを確認する地震動及び波及的影響を考慮すべき施設に適用

する地震動（以下「検討用地震動」という）を併記する。 
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 第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

1．核燃料物質の取扱施設及び貯

蔵施設 

・使用済燃料ピット 

・使用済燃料ピットラック 

・破損燃料容器ラック 

 

 

 

・配管の支持構造

物 

 

 

・原子炉補助建屋 

 

 

・使用済燃料ピット竜巻

飛来物防護対策設備 

・使用済燃料ピットクレ

ーン 

・燃料取扱建屋（鉄骨

部） 

・タービン建屋 

・周辺斜面 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

2．原子炉冷却系統施設 

・原子炉容器 

・炉心支持構造物 

・蒸気発生器 

・冷却材ポンプ 

・加圧器 

・余熱除去クーラ 

・余熱除去ポンプ 

・内部スプレポンプ 

・充てん／高圧注入ポンプ 

・恒設代替低圧注水ポンプ 

・原子炉下部キャビティ注水

ポンプ 

・アキュムレータ 

・ほう酸注入タンク 

・燃料取替用水タンク 

 

・原子炉容器・蒸

気発生器・冷却

材ポンプ・加圧

器の支持構造物 

・機器・配管等の

支持構造物 

 

・原子炉格納施設 

・原子炉補助建屋 

・海水ポンプ室 

 

・周辺斜面 

・格納容器ポーラクレー

ン 
○冷却材ポンプモータ 
・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・１次系純水タンク 

・復水タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・屋外タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・海水ポンプ室竜巻飛来

物防護対策設備 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（２／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

・格納容器再循環サンプスク

リーン 

・復水タンク 

・格納容器再循環サンプB 

・内部スプレクーラ 

・抽出水再生クーラ 

・１次系冷却水クーラ 

・海水ポンプ 

・１次系冷却水ポンプ 

・１次系冷却水タンク 

・海水ストレーナ 

・タービン動補助給水ポンプ 

・電動補助給水ポンプ 

・主要弁 

・主配管 

  ・移動式クレーン 

・耐火隔壁（海水ポン

プ） 

・循環水ポンプ 

・耐火隔壁 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（３／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

3．計測制御系統施設 

・制御棒 

・ほう酸ポンプ 

・充てん／高圧注入ポンプ 

・冷却材ポンプ 

・ほう酸タンク 

・原子炉容器 

・炉心支持構造物 

・蒸気発生器 

・加圧器 

・ほう酸注入タンク 

・燃料取替用水タンク 

・ほう酸フィルタ 

・抽出水再生クーラ 

・主配管 

・主要弁 

・１次冷却材圧力 

・１次冷却材高温側温度（広域） 

・１次冷却材低温側温度（広域） 

・低温側安全注入流量 

・高温側安全注入流量 

・余熱除去クーラ出口流量 

・恒設代替低圧注水ポンプ出口流

量積算 

・加圧器水位 

・格納容器広域圧力 

・格納容器内温度 

・蒸気発生器広域水位 

 

・原子炉容器・

蒸気発生器・

冷却材ポン

プ・加圧器の

支持構造物 

・機器・配管、

電気計装設備

等の支持構造

物 

 

 

・原子炉補助建屋 

・原子炉格納施設 

・復水タンク基礎 

 

・耐火隔壁 

・格納容器ポーラクレー

ン 
○冷却材ポンプモータ 
・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・復水タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・屋外タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・１次系純水タンク 

・中央制御室天井照明 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（４／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

・蒸気発生器狭域水位 

・主蒸気ライン圧力 

・内部スプレ流量積算 

・原子炉下部キャビティ注水ポン

プ出口流量積算 

・格納容器サンプB広域水位 

・格納容器サンプB狭域水位 

・中性子源領域中性子束 

・中間領域中性子束 

・出力領域中性子束 

・炉外核計装盤 

・運転コンソール 

・安全系ＶＤＵプロセッサ盤 

・安全系マルチプレクサ盤 

・ATWS緩和設備 

・中央制御室 

・燃料取替用水タンク水位 

・復水タンク水位 

・ほう酸タンク水位 

・蒸気発生器補助給水流量 

・原子炉水位 

・原子炉トリップしゃ断器 

・原子炉保護系計器ラック 

・原子炉保護系リレーラック 

・安全防護系シーケンス盤 

・安全防護系シーケンス盤現場入

出力盤 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（５／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

4．放射線管理施設 

・格納容器内高レンジエリア

モニタ（高レンジ） 

・格納容器内高レンジエリア

モニタ（低レンジ） 

・制御建屋送気ファン(１号機

設備、１・２号機共用) 

・制御建屋循環ファン(１号機

設備、１・２号機共用) 

・中央制御室非常用循環ファ

ン(１号機設備、１・２号機

共用) 

・中央制御室非常用循環フィ

ルタユニット(１号機設備、

１・２号機共用) 

・中央制御室遮蔽（１号機設

備、１・２号機共用） 

・制御建屋冷暖房ユニット

（１号機設備、１・２号機

共用） 

・制御建屋空調ユニット（１

号機設備、１・２号機共

用） 

・主配管 

 

・機器・配管、電

気計装設備等の

支持構造物 

 

・原子炉格納容器 

・原子炉補助建屋 

 

 
・周辺斜面 
・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・タービン建屋 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（６／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

5．原子炉格納施設 

・原子炉格納容器本体 

・機器搬入口 

・エアロック 

・原子炉格納容器貫通部 

・恒設代替低圧注水ポンプ 

・原子炉下部キャビティ注水ポ

ンプ 

・復水タンク 

・燃料取替用水タンク 

・主配管 

・A格納容器循環冷暖房ユニット 

 

・機器・配管等

の支持構造物 

 

・原子炉格納容器 

・原子炉補助建屋 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・復水タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・屋外タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・１次系純水タンク 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（７／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

6．非常用電源設備 

・ディーゼル発電機内燃機関 

・ディーゼル発電機調速装置 

・ディーゼル発電機非常用調速装置 

・ディーゼル発電機内燃機関冷却水

ポンプ 

・ディーゼル発電機空気だめ 

・ディーゼル発電機空気だめ安全弁 

・ディーゼル発電機燃料油サービス

タンク 

・ディーゼル発電機 

・ディーゼル発電機励磁装置 

・ディーゼル発電機保護継電装置 

・空冷式非常用発電装置内燃機関 

・空冷式非常用発電装置調速装置 

・空冷式非常用発電装置非常調速装

置 

・空冷式非常用発電装置（燃料油サ

ービスタンク） 

・空冷式非常用発電装置（発電機） 

・空冷式非常用発電装置（励磁装

置） 

・空冷式非常用発電装置（遮断器

盤） 

・空冷式非常用発電装置用給油ポン

プ 

 

・機器・配

管、電気計

装設備等の

支持構造物 

 

・原子炉補助建屋 

 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（８／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

・燃料油移送ポンプ 

・燃料油貯油そう 

・主配管 

・蓄電池 

・ＳＡ監視計器用電源 

・ＳＡ監視計器用電源用電源切替盤 

・代替所内電気設備変圧器 

・代替所内電気設備分電盤 

・メタルクラッド開閉装置（非常

用） 

・パワーセンタ（非常用） 

・コントロールセンタ（非常用） 

・動力変圧器（非常用） 

・可搬式代替電源用接続盤 

・計器用電源用代替所内電気設備切

替盤 

・計器用電源 

・アニュラス循環排気ファン現場操

作盤 

・電動弁現場操作盤 

・可搬式整流器用分電盤 

・空冷式非常用発電装置中継・接続

盤 

・号機間融通用高圧ケーブル接続盤 

・号機間融通用高圧ケーブルコネク

タ盤 

・代替所内電気設備高圧ケーブル分

岐盤 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（９／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

 

 

 

 

 

 

I.常設耐震重要重

大事故防止設備 

 

常設重大事故防止

設備であって、耐

震重要施設に属す

る設計基準事故対

処設備が有する機

能を代替するもの 

7.補機駆動用燃料設備 

・燃料油貯油そう 

 

－ 

 

 

・当該の屋外設備

を支持する構造物 

 

 

・周辺斜面 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１０／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

 

1．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

施設 

・使用済燃料ピット 

・使用済燃料ピットラック 

・破損燃料容器ラック 

・使用済燃料ピット温度（AM用） 

・使用済燃料ピット水位（広域） 

・使用済燃料ピットエリア監視カ

メラ 

 

 

・電気計装設備

の支持構造物 

 

・原子炉補助建屋 

 

・使用済燃料ピット竜巻

飛来物防護対策設備 

・使用済燃料ピットクレ

ーン 

・燃料取扱建屋（鉄骨

部） 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１１／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

2．原子炉冷却系統施設 

・原子炉容器 

・炉心支持構造物 

・蒸気発生器 

・冷却材ポンプ 

・加圧器 

・主要弁 

・主配管 

・内部スプレポンプ 

・余熱除去ポンプ 

・充てん／高圧注入ポンプ 

・恒設代替低圧注水ポンプ 

・原子炉下部キャビティ注水

ポンプ 

・ほう酸注入タンク 

・燃料取替用水タンク 

・復水タンク 

・内部スプレクーラ 

・余熱除去クーラ 

・抽出水再生クーラ 

・１次系冷却水クーラ 

・海水ポンプ 

・１次系冷却水ポンプ 

・１次系冷却水タンク 

・海水ストレーナ 

 

・原子炉容器・蒸

気発生器・冷却

材ポンプ・加圧

器の支持構造物 

・機器・配管等の

支持構造物 

 

・原子炉格納施設 

・原子炉補助建屋 

・海水ポンプ室 

 

・周辺斜面 

・格納容器ポーラクレー

ン 
○冷却材ポンプモータ 
・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・復水タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・屋外タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・１次系純水タンク 

・海水ポンプ室竜巻飛来

物防護対策設備 

・移動式クレーン 

・耐火隔壁（海水ポン

プ） 

・循環水ポンプ 

・耐火隔壁 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１２／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

3．計測制御系統施設 

・１次冷却材圧力 

・低温側安全注入流量 

・高温側安全注入流量 

・余熱除去クーラ出口流量 

・恒設代替低圧注水ポンプ出

口流量積算 

・格納容器圧力 

・格納容器広域圧力 

・格納容器内温度 

・内部スプレ流量積算 

・原子炉下部キャビティ注水

ポンプ出口流量積算 

・格納容器サンプB広域水位 

・格納容器サンプB狭域水位 

・原子炉下部キャビティ水位 

・原子炉格納容器水位 

・主配管 

・中央制御室 

・燃料取替用水タンク水位 

・復水タンク水位 

・１次系冷却水タンク水位 

・格納容器雰囲気ガスサンプ

ル冷却器 

・格納容器雰囲気ガスサンプ

ル湿分分離器 

・衛星電話（固定）（１号機

設備、１・２・３・４号機

共用） 

 

・機器・配管、電

気計装設備等の

支持構造物 

 

・原子炉格納施設 

・原子炉補助建屋 

・復水タンク基礎 

 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・復水タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・屋外タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・1次系純水タンク 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１３／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

・安全パラメータ表示システ

ム（ＳＰＤＳ）（１号機設

備、１・２・３・４号機共

用） 

・原子炉保護系計器ラック 

・原子炉保護系リレーラック 

・安全防護系シーケンス盤 

・安全防護系シーケンス盤現

場入出力盤 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１４／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

4．放射線管理施設 

・格納容器内高レンジエリア

モニタ（高レンジ） 

・格納容器内高レンジエリア

モニタ（低レンジ） 

・制御建屋送気ファン(１号機

設備、１・２号機共用) 

・制御建屋循環ファン(１号機

設備、１・２号機共用) 

・中央制御室非常用循環ファ

ン(１号機設備１・２号機共

用) 

・中央制御室非常用循環フィ

ルタユニット(１号機設備、

１・２号機共用) 

・中央制御室遮蔽（１号機設

備、１・２号機共用） 

・緊急時対策所遮蔽 (１号機

設備、１・２・３・４号機

共用) 

・制御建屋冷暖房ユニット

（１号機設備、１・２号機

共用） 

・制御建屋空調ユニット（１

号機設備、１・２号機共

用） 

・放射線監視盤 

・主配管 

 

・機器・配管、電

気計装設備等の

支持構造物 

 

・原子炉格納施設 

・原子炉補助建屋 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・中央制御室天井照明 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１５／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

5．原子炉格納施設 

・原子炉格納容器本体 

・機器搬入口 

・エアロック 

・原子炉格納容器貫通部 

・内部スプレクーラ 

・内部スプレポンプ 

・恒設代替低圧注水ポンプ 

・原子炉下部キャビティ注水

ポンプ 

・復水タンク 

・燃料取替用水タンク 

・主配管 

・A格納容器循環冷暖房ユニッ

ト 

・静的触媒式水素再結合装置 

・原子炉格納容器水素燃焼装

置 

・アニュラス循環排気ファン 

・アニュラス循環排気フィル

タユニット 

・格納容器排気筒 

・静的触媒式水素再結合装置

動作監視装置 

・原子炉格納容器水素燃焼装

置動作監視装置 

 

 

・機器・配管、

電気計装設備

等の支持構造

物 

 

・原子炉格納容施設 

・原子炉補助建屋 

 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

・復水タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・屋外タンク竜巻飛来物

防護対策設備 

・１次系純水タンク 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１６／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

6．非常用電源設備 

・ディーゼル発電機内燃機関 

・ディーゼル発電機調速装置 

・ディーゼル発電機非常用調速装置 

・ディーゼル発電機内燃機関冷却水ポ

ンプ 

・ディーゼル発電機空気だめ 

・ディーゼル発電機空気だめ安全弁 

・ディーゼル発電機燃料油サービスタ

ンク 

・ディーゼル発電機 

・ディーゼル発電機励磁装置 

・ディーゼル発電機保護継電装置 

・空冷式非常用発電装置内燃機関 

・空冷式非常用発電装置調速装置 

・空冷式非常用発電装置非常調速装置 

・空冷式非常用発電装置（燃料油サー

ビスタンク） 

・空冷式非常用発電装置（発電機） 

・空冷式非常用発電装置（励磁装置） 

・空冷式非常用発電装置（遮断器盤） 

・空冷式非常用発電装置用給油ポンプ 

・燃料油移送ポンプ 

・燃料油貯油そう 

・主配管 

・蓄電池 

 

・機器・配管、

電気計装設備

等の支持構造

物 

 

・原子炉補助建屋 

・緊急時対策所建

屋 

 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１７／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

・ＳＡ監視計器用電源 

・代替所内電気設備変圧器 

・代替所内電気設備分電盤 

・電源車（緊急時対策所用）切替盤 

・緊急時対策所コントロールセンタ

（１号機設備、１・２・３・４号

機共用） 

・緊急時対策所１００Ｖ分電盤 

・メタルクラッド開閉装置（非常

用） 

・パワーセンタ（非常用） 

・コントロールセンタ（非常用） 

・動力変圧器（非常用） 

・可搬式代替電源用接続盤 

・計器用電源 

・アニュラス循環排気ファン現場操

作盤 

・電動弁現場操作盤 

・可搬式整流器用分電盤 

・空冷式非常用発電装置中継・接続

盤 

・号機間融通用高圧ケーブル接続盤 

・号機間融通用高圧ケーブルコネク

タ盤 

・代替所内電気設備高圧ケーブル分

岐盤 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１８／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

基準地震動Ssによ

る地震力に対して

重大事故時に対処

するために必要な

機能が損なわれる

おそれのないよう

設計するもの 

Ⅱ.常設重大事故

緩和設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故が発生した場合

において、当該重

大事故の拡大を防

止し、又はその影

響を緩和するため

の機能を有する設

備であって常設の

もの 

7.補機駆動用燃料設備 

・燃料油貯油そう 

 

 

 

 

・機器等の支持

構造物 

 

－ 

 

・周辺斜面 

8．非常用取水設備 

・非常用海水路(１号機設備、

１・２号機共用) 

・海水ポンプ室 

 

 

 

 

－ 

 

－ 

 

・取水口ケーソン 

・非常用海水路閉塞防

止措置 

・移動式クレーン 

・海水ポンプ室竜巻飛

来物防護対策設備 

・周辺斜面 

9．緊急時対策所 

・緊急時対策所 

・安全パラメータ表示システム

（ＳＰＤＳ） 

・ＳＰＤＳ表示装置 

 

 

・電気計装設備

の支持構造物 

 

・緊急時対策所建屋 

 

・周辺斜面 
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第４－１表 重大事故等対処施設の耐震設計上の分類別施設（１９／１９） 

耐震設計上の分類 機能別分類 設備 直接支持構造物 間接支持構造物 
波及的影響を 

考慮すべき施設 

静的地震力に対し

て十分耐えるよう

（共振のおそれの

ある設備について

は弾性設計用地震

動）Sdに2分の1を

乗じたものによる

地震力に対しても

十分耐えるよう）

設計するもの 

Ⅲ.常設耐震重要

重大事故防止

設備以外の常

設重大事故防

止設備 

 

重大事故等対処設

備のうち、重大事

故に至るおそれが

ある事故が発生し

た場合であって、

設計基準事故対処

設備の安全機能又

は使用済燃料ピッ

トの冷却機能若し

くは注水機能が喪

失した場合におい

て、その喪失した

機能(重大事故に

至るおそれがある

事故に対処するた

めに必要な機能に

限る。)を代替す

ることにより重大

事故の発生を防止

する機能を有する

設備であって常設

のもの 

1．核燃料物質の取扱施設及び貯蔵

施設 

・使用済燃料ピット温度(AM用） 

・使用済燃料ピット水位(広域） 

 

－ 

 

 

・原子炉補助建屋 

 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

2．原子炉冷却系統施設 

・主要弁 

 

－ 

 

 

 

－ 

 

 

－ 

 

3．計測制御系統施設 

・格納容器圧力 

・１次系冷却水タンク水位 

・衛星電話（固定）（１号機設

備、１・２・３・４号機共用） 

 

－ 

 

・原子炉格納施設 

・原子炉補助建屋 

 

 

・周辺斜面 

・タービン建屋 

・主蒸気管ヘッダ室竜巻

飛来物防護対策設備 

・原子炉補助建屋竜巻飛

来物防護対策設備 

8．非常用取水設備 

・非常用海水路(１号機設備、

１・２号機共用) 

 

 

－ 

 

－ 

 

・取水口ケーソン 

・非常用海水路閉塞防

止措置 

・周辺斜面 
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第4－2表 重大事故等対処施設の申請設備の設備分類 

 

本表では、「常設耐震重要重大事故防止設備以外の常設重大事故防止設備」を「常設重大事故防止

設備」と表記する。 
○印は耐震計算書を添付する。 
△印は資料 13－12「配管及び弁の耐震計算並びに標準支持間隔の耐震計算について」による。 
▲印は資料 13－13「ダクトの耐震計算並びに標準支持間隔の耐震計算書について」による。 
□印は耐震計算書を添付しない。 

【 】内は検討用地震動を示す。 

設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考

慮すべき施設 

1．核燃料物質の取扱施

設及び貯蔵施設 

(1)使用済燃料貯蔵設備 

○使用済燃料ピット 

 

 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

 

 

○使用済燃料ピ

ットクレーン 

【Ｓｓ】 

○使用済燃料ピ

ット竜巻飛来

物防護対策設

備【Ｓｓ】 

○燃料取扱建屋

（ 鉄 骨 部 ）

【Ｓｓ】 

○使用済燃料ピット

ラック 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○使用済燃料ピ

ットクレーン 

【Ｓｓ】 

○使用済燃料ピ

ット竜巻飛来

物防護対策設

備【Ｓｓ】 

○燃料取扱建屋

（ 鉄 骨 部 ）

【Ｓｓ】 

○破損燃料容器ラッ

ク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○使用済燃料ピット

温度（AM用） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○使用済燃料ピット

水位（広域） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

(2)その他 

○使用済燃料ピットエ

リア監視カメラ 

 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考

慮すべき施設 

2．原子炉冷却系統施設 

(1)一次冷却材の循環設

備 

   

○原子炉容器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○格納容器ポー

ラクレーン 

【Ｓｓ】 

○炉心支持構造物 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○蒸気発生器本体 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○格納容器ポー

ラクレーン 

【Ｓｓ】 

○蒸気発生器（内部

構造物） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○蒸気発生器（支持

構造物） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○蒸気発生器（支持

構造物埋込金物） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○冷却材ポンプ本体 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○冷却材ポンプ

モータ【Ｓｓ】 

○冷却材ポンプ（支

持構造物） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○冷却材ポンプ（支

持 構 造 物 埋 込 金

物） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○加圧器本体 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○加圧器（支持構造

物） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○加圧器（支持構造

物埋込金物） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考

慮すべき施設 

○主要弁 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○主配管 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

 

(2)主蒸気・主給水設備    

○主要弁 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

(3)余熱除去設備 

○余熱除去クーラ 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○余熱除去ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○主要弁 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

 

― 

○主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

(4)非常用炉心冷却設備

その他原子炉注水設

備 

   

○内部スプレポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○余熱除去ポンプ 重大事故等対処施設 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○充てん／高圧注入

ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

○恒設代替低圧注水

ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

○原子炉下部キャビ

ティ注水ポンプ 

重大事故等対処施設 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考

慮すべき施設 

○アキュムレータ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○ほう酸注入タンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

○燃料取替用水タン 

ク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○屋外タンク竜

巻飛来物防護

対策設備【Ｓ

ｓ】 

○１次系純水タ

ンク 

□周辺斜面 

○格納容器再循環サ

ンプスクリーン 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○復水タンク 重大事故等対処施設 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○復水タンク竜

巻飛来物防護

対策設備【Ｓ

ｓ】 

□周辺斜面 

○格納容器再循環サ

ンプ B 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○主要弁 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

 

○主要弁 

 

重大事故等対処施設 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○主要弁 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備  

○主配管、△主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

△関連配管 

【Ｓｓ】 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

△主配管 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○内部スプレクーラ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○余熱除去クーラ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○抽出水再生クーラ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

(5)化学体積制御設備 

△主要弁 

 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Bクラス 

・常設重大事故防止設備 

 

― 

(6)原子炉補機冷却設備 

○1次系冷却水クーラ 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

○海水ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○海水ポンプ室

竜巻飛来物防

護対策設備

【Ｓｓ】 

○循環水ポンプ

【Ｓｓ】 

○移動式クレー

ン【Ｓｓ】 

○耐火隔壁（海

水ポンプ） 

【Ｓｓ】 

□周辺斜面 

○1次系冷却水ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○耐火隔壁 

【Ｓｓ】 

 

○1次系冷却水タンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○海水ストレーナ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○海水ポンプ室

竜巻飛来物防

護 対 策 設 備

【Ｓｓ】 

○移動式クレーン

【Ｓｓ】 

□周辺斜面 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○主配管、△主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス、Cクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○主配管、△主配管 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

(7)蒸気タービンの附属

設備 

○タービン動補助給

水ポンプ 

 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

 

 

― 

○電動補助給水ポン

プ 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

○耐火隔壁 

【Ｓｓ】 

○復水タンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○復水タンク竜

巻飛来物防護

対策設備【Ｓ

ｓ】 

□周辺斜面 

○主配管、△主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

△主配管 重大事故等対処施設 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

△主要弁 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

△主要弁 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備  

3．計測制御系統施設    

(1)制御材 

○制御棒 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

 

― 

(2)ほう酸注入機能を有

する設備 

   

○ほう酸ポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

○耐火隔壁 

【Ｓｓ】 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○充てん／高圧注入      

ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○冷却材ポンプ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ○冷却材ポンプモ

ータ【Ｓｓ】 

○ほう酸タンク 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○原子炉容器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ○格納容器ポーラ

クレーン 

【Ｓｓ】 

○炉心支持構造物 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○蒸気発生器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ○格納容器ポーラ

クレーン 

【Ｓｓ】 

○加圧器 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○ほう酸注入タンク 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○燃料取替用水タン

ク 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ○屋外タンク竜巻

飛来物防護対策

設備 

○１次系純水タン

ク 

□周辺斜面 

○ほう酸フィルタ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○抽出水再生クーラ 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○主配管、△主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○主要弁 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

(3)計測装置    

○1次冷却材圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○1次冷却材高温側温

度（広域） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○1 次冷却材低温側温

度（広域） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○低温側安全注入流

量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○高温側安全注入流

量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○余熱除去クーラ出

口流量 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○恒設代替低圧注水

ポンプ出口流量積

算 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○加圧器水位 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○格納容器圧力 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○格納容器広域圧力 

 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○格納容器内温度 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○蒸気発生器広域水

位 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○蒸気発生器狭域水

位 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○主蒸気ライン圧力 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○内部スプレ流量積

算 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○原子炉下部キャビ

ティ注水ポンプ出

口流量積算 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○格納容器サンプ B

広域水位 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○格納容器サンプ B

狭域水位 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○中性子源領域中性子

束 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

 

― 

○中間領域中性子束 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○出力領域中性子束 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○原子炉下部キャビ

ティ水位 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 ― 

○原子炉格納容器水

位 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

△主配管 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

    

(4)原子炉非常停止信号 

○炉外核計装盤 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

 

○中央制御室天 

井照明【Ｓｓ】 

○運転コンソール 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

○中央制御室天井

照明【Ｓｓ】 

○安全系ＶＤＵプロ

セッサ盤 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

○安全系マルチプレ

クサ盤 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

    

(5)工学的安全施設等の

作動信号 

   

○ATWS 緩和設備 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

    

(6)制御用空気設備    

△主要弁 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

△主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

― 

△主配管 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

    

(7)中央制御室機能    

○中央制御室 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

 

(8)その他 

   

○燃料取替用水タン

ク水位 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○屋外タンク竜巻

飛来物防護対策

設備 

○１次系純水タン

ク 

□周辺斜面 

○復水タンク水位 重大事故等対処施設 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○復水タンク竜

巻飛来物防護

対策設備【Ｓ

ｓ】 

□周辺斜面 

○ほう酸タンク水位 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○1 次系冷却水タンク

水位 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○補助給水流量 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○原子炉水位 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○格納容器雰囲気ガ

スサンプル冷却器 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

○格納容器雰囲気ガ

スサンプル湿分分

離器 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○衛星電話（固定）

（1 号機設備、１・

２・３・４号機共

用）、（３号機設

備、１・２・３・

４号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○緊急時衛星通報シ

ステム（１号機設

備、１・２・３・

４号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・重大事故等対処設備（防止・緩

和以外） 

― 

○統合原子力防災ネ

ットワークに接続

する通信連絡設備

（1 号機設備、１・

２・３・４号機共

用）、（３号機設

備、１・２・３・

４号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・重大事故等対処設備 

（防止・緩和以外） 

□周辺斜面 

○安全パラメータ表

示システム（ＳＰ

ＤＳ）（１号機設

備、１・２・３・

４号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・重大事故等対処設備 

（防止・緩和以外） 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○安全パラメータ伝

送システム（３号

機設備、１・２・

３・４号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・重大事故等対処設備 

（防止・緩和以外） 

― 

○ＳＰＤＳ表示装置

（ １ 号 機 設 備 、

１・２・３・４号

機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○原子炉トリップし

ゃ断器 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○原子炉保護系計器

ラック 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○原子炉保護系リレ

ーラック 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○安全防護系シーケ

ンス盤 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○安全防護系シーケ

ンス盤現場入出力

盤 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○主要弁 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

4．放射線管理施設 

(1)放射線管理用計測装

置 

 

 

 

 

― 

○格納容器内高レン

ジ エ リ ア モ ニ タ

（高レンジ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○格納容器内高レン

ジ エ リ ア モ ニ タ

（低レンジ） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

    

(2)換気設備 

○制御建屋送気ファ

ン(１号機設備、

１・２号機共用) 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

 

○制御建屋循環ファ

ン(１号機設備、

１・２号機共用) 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○中央制御室非常用

循環ファン(１号機

設備、１・２号機

共用) 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○中央制御室非常用

循環フィルタユニ

ット(１号機設備、

１・２号機共用) 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

    

 (3)生体遮蔽装置 

 

○ 中 央 制 御 室 遮 蔽

（ １ 号 機 設 備 、

１・２号機共用） 

 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

○緊急時対策所遮蔽 

(１号機設備、１・

２・３・４号機共

用) 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 

 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

(4)その他 

○制御建屋冷暖房ユ

ニット（１号機設

備、１・２号機共

用） 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

○制御建屋空調ユニ

ッ ト （ １ 号 機 設

備、１・２号機共

用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

― 

○放射線監視盤 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ○中央制御室天井

照明【Ｓｓ】 

▲主配管 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

▲主配管 

 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

5．原子炉格納施設    

(1)原子炉格納容器 

○原子炉格納容器本

体 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

 

― 

○機器搬入口 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○エアロック 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○原子炉格納容器貫

通部 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

    

(2)圧力低減設備その他

の安全設備 

○内部スプレクーラ 

 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

 

・Sクラス 

・常設重大事故緩和設備 

 

 

― 

○内部スプレポンプ 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○恒設代替低圧注水

ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○原子炉下部キャビ

ティ注水ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○復水タンク 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○復水タンク竜

巻飛来物防護

対策設備【Ｓ

ｓ】 

□周辺斜面 

○燃料取替用水タン

ク 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○屋外タンク竜

巻飛来物防護

対策設備【Ｓ

ｓ】 

○１次系純水タ

ンク 

□周辺斜面 

○主配管、△主配管 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

△関連配管 

【Ｓｓ】 

△主配管、▲主配管 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○主配管、△主配管 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

▲主配管 重大事故等対処施設 Sクラス 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○A 格納容器循環冷暖

房ユニット 

重大事故等対処施設 

 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○静的触媒式水素再

結合装置 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 ― 

○原子炉格納容器水

素燃焼装置 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○アニュラス循環排

気ファン 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○アニュラス循環排

気フィルタユニッ

ト 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施 

・Sクラス 

・常設重大事故緩和設備 

― 

(3)その他 

▲格納容器排気筒 

 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 
― 

○静的触媒式水素再

結合装置動作監視

装置 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 ― 

○原子炉格納容器水

素燃焼装置動作監

視装置 

重大事故等対処施設 

 

・常設重大事故緩和設備 ― 

6．非常用電源設備 

(1)非常用発電装置 

 

 

 

 

 

○ディーゼル発電機内

燃機関（重大事故等

時のみ１・２号機共

用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機内

燃機関（１号機設

備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○ディーゼル発電機

調速装置（重大事

故等時のみ１・２

号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

調速装置（１号機

設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○ディーゼル発電機

非 常 用 調 速 装 置

（重大事故等時の

み １ ・ ２ 号 機 共

用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

非 常 用 調 速 装 置

（１号機設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○ディーゼル発電機

内燃機関冷却水ポ

ンプ（重大事故等

時のみ１・２号機

共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

内燃機関冷却水ポ

ン プ （ ２ 号 機 設

備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○ディーゼル発電機

空気だめ（重大事

故等時のみ１・２

号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

空気だめ（１号機

設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○ディーゼル発電機

燃料油サービスタ

ンク（重大事故等

時のみ１・２号機

共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

燃料油サービスタ

ン ク （ １ 号 機 設

備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○ディーゼル発電機 

空 気 だ め 安 全 弁

（重大事故等時の

み １ ・ ２ 号 機 共

用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機 

空 気 だ め 安 全 弁

（１号機設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○ディーゼル発電機

（重大事故等時の

み １ ・ ２ 号 機 共

用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

（１号機設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○ディーゼル発電機

励磁装置（重大事

故等時のみ１・２

号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

励磁装置（１号機

設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○ディーゼル発電機

保護継電装置（重

大 事 故 等 時 の み

１・２号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□ディーゼル発電機

保護継電装置（１

号機設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○空冷式非常用発電装

置内燃機関 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○空冷式非常用発電装

置調速装置 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○空冷式非常用発電装

置非常調速装置 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○空冷式非常用発電装

置（燃料油サービス

タンク） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○空冷式非常用発電装

置（発電機） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○空冷式非常用発電装

置（励磁装置） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○空冷式非常用発電装

置（遮断器盤） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○空冷式非常用発電装

置用給油ポンプ 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○燃料油移送ポンプ

（重大事故等時のみ

１・２号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

□燃料油移送ポンプ

（１号機設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○燃料油貯油そう（重

大事故等時のみ１・

２号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

□燃料油貯油そう（１

号機設備） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

△主配管 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

△主配管 重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備  

(2)その他の電源装置 

（非常用のものに限

る。） 

   

○蓄電池 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備  

― 

○ＳＡ監視計器用電   

源 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備  

― 

○ＳＡ監視計器用電

源用電源切替盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

 

― 

○計器用電源 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Sクラス 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

 (3)その他 

○代替所内電気設備

変圧器 

 

重大事故等対処施設 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○代替所内電気設備

分電盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○電源車（緊急時対

策所用）切替盤 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

○緊急時対策所コン

トロールセンタ（1

号 機 設 備 、 １ ・

２・３・４号機共

用） 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

○緊急時対策所１０

０Ｖ分電盤 

重大事故等対処施設 ・常設重大事故緩和設備 ― 

○メタルクラッド開

閉装置（非常用） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○パワーセンタ（非

常用） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○コントロールセン

タ（非常用） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○動力変圧器（非常

用） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○可搬式代替電源用

接続盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○計器用電源用代替

所内電気設備切替

盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 ― 

○アニュラス循環排

気ファン現場操作

盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○電動弁現場操作盤 重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○可搬式整流器用分

電盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○空冷式非常用発電

装置中継・接続盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○号機間融通用高圧

ケーブル接続盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○号機間融通用高圧

ケーブルコネクタ

盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

○代替所内電気設備

高圧ケーブル分岐

盤 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

― 

7．補機駆動用燃料設備 

(1)燃料貯蔵設備 

○燃料油貯油そう

（重大事故等時の

み１・２号機共

用） 

 

 

重大事故等対処施設 

 

 

・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

 

 

□周辺斜面 

□燃料油貯油そう

（２号機設備） 

重大事故等対処施設 ・常設耐震重要重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

8．非常用取水設備 

(1)取水設備 

   

○非常用海水路(1号設

備、１・２号機共

用) 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

□取水口ケーソ

ン 

□非常用海水路

閉塞防止措置 

□周辺斜面 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○海水ポンプ室 設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・常設重大事故防止設備 

・常設重大事故緩和設備 

○海水ポンプ室

竜巻飛来物防

護 対 策 設 備

【Ｓｓ】 

○移動式クレー

ン 

□周辺斜面 

9．緊急時対策所 

(1)緊急時対策所機能 

○緊急時対策所 

 

 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

 

 

・Cクラス 

・常設重大事故緩和設備 

 

 

□周辺斜面 

(2)その他    

○安全パラメータ表

示システム（ＳＰ

ＤＳ）（1 号機設

備、１・２・３・

４号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・常設重大事故緩和設備 

・重大事故等対処設備 

（防止・緩和以外） 

□周辺斜面 

○安全パラメータ伝

送システム（３号

機設備、１・２・

３・４号機共用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・重大事故等対処設備 

（防止・緩和以外） 

― 

○ＳＰＤＳ表示装置

（1 号機設備、１・

２・３・４号機共

用） 

設計基準対象施設 

重大事故等対処施設 

・Cクラス 

・常設重大事故緩和設備 

□周辺斜面 

○衛星電話（固定） 

（1 号機設備、１・

２・３・４号機共

用）、（３号機設

備、１・２・３・

４号機共用） 

設計基準対象施設 ・Cクラス 

・常設重大事故緩和設備 

・重大事故等対処設備 

（防止・緩和以外） 

□周辺斜面 

○緊急時衛星通報シ

ステム（１号機設

備、１・２・３・

４号機共用） 

設計基準対象施設 ・Cクラス 

・常設重大事故緩和設備 

・重大事故等対処設備 
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設備名称 施設名称 
耐震重要度分類 

設備分類 

波及的影響を考慮

すべき施設 

○統合原子力防災ネ

ットワークに接続

する通信連絡設備

（１・２・３・４

号機共用）、（３

号 機 設 備 、 １ ・

２・３・４号機共

用） 

設計基準対象施設 ・Cクラス 

・常設重大事故緩和設備 

・重大事故等対処設備 

（防止・緩和以外） 

□周辺斜面 

 




